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第３章 第４期いちき串木野市障害者計画

第１節 基本理念

本市の進むべき方向としての基本的指針となるいちき串木野市第２次総合計画では、「住み続け

たいまち住んでみたいまちづくり」を基本理念とし、保健・医療・福祉分野について『健康で文化

的な生活を営める「元気で安心できるまちづくり」』を基本方針としております。

障がい者（児）福祉の充実においては、すべての市民が相互に尊重し合いながら共生する社会の

実現に向けて、誰もが安心して生活できる地域づくりや障害福祉サービスの更なる充実、雇用の場

の拡大などが課題となっています。

これに対し、療育施設については民間事業者で施設が設置されるなど充実が図られつつあります

が、障がいの重度化・重複化や多様化の状況を踏まえ、必要な療育や教育等が一貫して計画的に行

われ、生涯を通じて切れ目のない充実した支援が求められています。

また、国の基本理念である「すべての国民が、障害の有無にかかわらず、等しく基本的人権を享

受するかけがえのない個人として尊重されるものである」との考え方も踏まえ、障がい者が、その

能力や個性を最大限に発揮してその人らしく安心して暮らせることに加えて、障がいの有無に拘ら

ず地域住民が共に支え合い認め合う地域共生社会を実現できるよう、以下のように基本理念を設定

します。

基本理念

健康で文化的な生活を営める

「元気で安心できるまちづくり」
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第２節 重点目標

本市では、以下の４項目を重点目標として掲げ、基本理念の実現を図ります。

１ 障がい者の主体性・自主性の確保
障がい者本人が主体性・自主性を確保し、社会活動へ積極的に参加していくことを期待し、そ

の能力を十分に発揮できるような施策の推進に努めます。

２ 市民全員参加による「地域共生社会」の実現
障がい者を取り巻く生活上の障壁を除去し、生活環境の改善を図ることにより、障がい者が住

み慣れた地域で暮らしていける共生社会の実現に向けて地域社会全体で取組む「我が事・丸ごと」

の仕組みづくりを目指します。

また、障害者差別解消法に基づき、障害を理由とした不当な取扱いや、合理的配慮の不提供を

なくす取組を行います。

３ 社会参加・就労定着に向けた支援
障がいのある人の社会参画に向けた施策等のより一層の推進を図るとともに、障がい者等基幹

相談支援センターを中心とした相談窓口の充実や就労支援の取組等を強化します。

４ 高齢期障がい者や障がい児への対応
障がい者の高齢化に即応した支援を行うとともに、障がい児の支援にあたっては、関係機関と

連携し、障がいの早期発見や療育支援など特別な支援が必要な子どもの状態を把握し、個々の状

態に対応するため、ライフステージに応じた切れ目のない支援や保健、医療、福祉、教育、就労

支援等が連携し、一貫した支援体制の強化に努めます。

第３節 分野別施策

基本理念及び重点目標の達成に向けて，本市が取り組む各種施策を以下の通り，分野別にまと

めました。

１．啓発・広報

２．教育

３．雇用・就業

４．保健・医療

５．福祉

６．生活環境

７．スポーツ，レクリエーション及び文化活動

８．行政サービス等における配慮

９．差別の解消、権利擁護の推進及び虐待の防止
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第４節 施策の体系図
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（１）障がい者の就業支援

（２）障がい者の雇用機会の拡大の推進

（３）経済的自立の支援

（４）障がい特性に応じた就労支援及び多様な就業

の機会の確保

３ 雇用・就業

（１）母子保健対策の充実・推進

（２）成人保健対策の充実・推進

（３）医療・リハビリテーションの充実

（４）精神保健対策の充実・推進

（５）障がいの原因となる傷病の予防と対策

（６）保健・医療を支える人材の育成・確保

（７）難病に関する保健・医療施策の推進

４ 保健・医療

（１）啓発・広報の推進

（２）福祉教育の推進

（３）ボランティア活動の推進

１ 啓発・広報

２ 教育

（１）教育相談、就学指導体制の充実

（２）障がい児に対する教育の充実

（３）生涯学習の充実

（４）インクルーシブ教育システムの推進

（１）地域福祉の推進

（２）自立と社会参加の促進

（３）障害福祉サービスの適切な提供

（４）専門従事者の養成・確保と障がい者（児）団

体の活性化

５ 福祉

（１）総合的な福祉のまちづくりの推進

（２）住宅環境の整備

（３）公共建築物等の改善

（４）公園等環境の整備

（５）移動・交通対策の推進

（６）防犯・防災対策の推進

（７）消費者保護対策の充実

（８）相談体制及び情報収集・提供

６ 生活環境

（１）選挙等における配慮

（２）司法手続における配慮

（３）行政機関等における配慮及び障がい者理解の

促進等

７ スポーツ，レク
リエーション及
び文化活動

（１）スポーツ、レクリエーションの振興

（２）文化活動の振興

（３）国際交流・国際協力の振興

８ 行政サービス
等における配
慮

（１）権利擁護の推進、虐待の防止

（２）障害を理由とする差別の解消の推進

９ 差別の解消、権
利擁護の推進及
び虐待の防止

Ⅰ 障がい者
の 主 体
性・自主
性の確保

Ⅲ 社会参
加・就労
定着に向
けた支援

Ⅱ 市民全員
参加によ
る「地域
共 生 社
会」の実
現

Ⅳ 高齢期
障 が い
者 や 障
が い 児
へ の 対
応

基本理念 計画・施策の方向性施策の展開基本目標
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第４章 分野別施策の基本的方策

第１節 啓発・広報

障がい者を含むすべての人々にとって住みよい平等な社会づくりを進めていくためには、行政

が障がい者に対して各種施策を実施することに加えて、社会を構成するすべての人々が障がい及

び障がい者に対して十分な理解と配慮を示すことが重要です。

すべての障がい者が社会を構成する一員として、社会・経済・文化その他あらゆる分野の活動

に参加する機会を得るために、社会的障壁の除去に向けた啓発及び知識の普及を図ることが必要

です。

また、障がい者が住み慣れた地域で生きがいに満ちた日々を送ることができるように、各種団

体との密接な連携を取り、広報紙の利用促進を図りながら、幅広い啓発活動を行い、住民の理解

を一層深めていくための支援体制の強化が求められます。

また、福祉の心を育むために、学校・職場・地域社会・家庭等日常生活の場で、市民が自然な

形で障がい者とふれ合える福祉教育の諸施策を実施するとともに、住民及び障がい者自身のボラ

ンティア活動を推進していく必要があります。

【施策の方向】

（1）啓発・広報の

推進

① 啓発広報にあたっては、障がいのある方もない方も地域の

中でともに暮らし、学ぶというノーマライゼーションの理

念のもとに、「社会参加と共生」の視点に立った住民の意

識啓発の促進に努めます。本市では、広報紙の活用・各種

団体の開催する会議での出前講座の実施・福祉事務所窓口

での啓発活動などを活用し、障害福祉サービスの周知を図

っています。今後も継続して各関係機関と連携し、あらゆ

る手段を通して啓発・広報に努めます。

② 「障害者週間（12月3日～9日）」、「人権週間（12月４

日～10日）」、「障害者雇用支援月間（9月）」等の意義

を広く市民に理解してもらうための広報を推進します。市

民に障がいに対する関心と理解を深め、障がい者の社会・

経済・文化その他あらゆる分野活動への参加を促進しま

す。

③ 各福祉団体等が主催する自主活動や仲間づくりのイベント

等を支援し、相互交流を促進します。

④ 障がい及び障がい者に対する理解を深め、障がい者の自立

意識の向上を図ります。

⑤ 各種保健福祉制度の周知のため、より分かりやすいパンフ

レット「保健福祉のしおり」等を作成します。

（２）福祉教育の推進

① 学校教育における児童・生徒の福祉教育を推進します。関

係機関と連携して、障がい者と児童・生徒との交流活動を

支援し、「福祉の心」や障がいに対する正しい理解と配慮

を育み、互いの違いを認め合って協力し合う人間尊重の精
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神の涵養を目的とする教育活動を推進します。

② 地域におけるあらゆる機会を利用し、ボランティア精神を

育む福祉教育を推進します。福祉事務所・保健所・各種福

祉団体等と連携して、職場や地域・家庭等における福祉施

設体験学習会や福祉講演会等を開催し、障がい者とのふれ

あい交流の促進や福祉教育の拡大に努めます。

（３）ボランティア

活動の推進

① ボランティア活動の拠点である社会福祉協議会との連携を

密にし、地域住民主導によるボランティア活動への積極的

な参加を促進します。また、ボランティアセンターへの登

録や、ボランティアフェスタへの積極的な参加を促すため

に、ボランティア委員会の活動促進に取り組みます。

② 学校教育において、児童生徒のボランティア活動について

の理解を深めるとともに、障がい者や児童生徒自身がその

能力・適性において、積極的に参加する機会の確保に努め

ます。

③ 学校・地域・家庭をはじめ関係機関団体・企業等との連携

のもとに、ボランティア活動に必要な知識や技術に関する

研修等の拡充に努めます。

④ ボランティア活動への積極的な参加を促し、市民及び障が

い者自身が主体となったボランティア活動を支援します。

⑤ 地域のボランティア活動団体等に対して、専門的な情報を

提供します。

⑥ 「近隣保健福祉ネットワーク」等を活用し、在宅福祉アド

バイザーや民生委員の見守り活動を通じて、みんなで支え

合う地域づくりを推進します。
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第２節 教育

本市では、小・中学校に特別支援学級を設置するとともに、特別支援学校等とも連携して、障

がいの程度に応じた学習を実施しています。障がいの有無によって分け隔てられることなく、市

民が相互に人格と個性を尊重し合う共生社会の実現に向け、障がいの有無にかかわらず、可能な

限り共に教育を受けることのできる仕組みを構築するとともに、障がいに対する理解を深めるた

めの取組を推進します。

また、障がい児に対する適切な支援を行うことができるよう環境の整備に努めるとともに、合

理的配慮の提供等の一層の充実を図ります。さらに、学校卒業後も含めたその一生を通じて、自

らの可能性を追求できる環境を整え、地域の一員として豊かな人生を送ることができるよう、生

涯を通じて教育やスポーツ、文化等の様々な機会に親しむための関係施策を横断的かつ総合的に

推進するとともに、共生社会の実現を目指します。

【施策の方向】

（1）教育相談、就学

指導体制の充実

① 就学相談においては、障がい児の実態を的確に把握し、保

護者や本人の考えや意見を聴いた上で、特別な教育的対応

の必要性についての共通理解を図ります。また、保護者へ

の具体的な情報提供に努めます。

② 円滑な就学手続きのためには、早期から保護者の理解と協

力を得る必要があることから、学校内における連携を深め

校内就学指導体制の充実に努めます。

③ 専門的な知識と経験が求められる就学指導担当者の資質の

向上を図るため、教育委員会において各種の研修会を開催

します。

④ 本市では、市内保育所等において障がい児を受け入れてお

り、障がい児の療育強化に努めています。今後も、乳幼児

健診などを通じて障がい児を把握し早期療育に努めるとと

もに、教育委員会において適切な就学指導を行います。

⑤ 適切な「学びの場」の選択に関する情報や、教育的ニーズ

に応じて、柔軟に「学びの場」を変更できることについて

関係者への周知を行います。

（２）障がい児に対す

る教育の充実

① 障がい児を的確に把握し、特別支援教育の充実や、就学指

導体制の整備等を行い、学校教育における障がいのある児

童生徒の教育を充実させます。

② 障がい児を担当する教職員の指導力の向上を図るために、

専門的研修の推進に努めます。また、すべての教職員が障

がい児を正しく理解できるように努めます。

③ 地域社会において、障がい児が、障がいのない児童生徒と

交流する学習機会を可能な限り拡充し、共に育つ、地域に

開かれ支えられた障がい児教育の充実に努めます。

④ 障がい児の多くに言語の遅れがあることから保護者の研修

を実施するとともに、保護者のサークル活動等に対して、
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情報提供や支援を行います。

⑤ 障がい児が様々な支援を利用しつつ、自立と社会参加を促

進できるよう、福祉、労働等との連携の下、障がいのある

児童生徒のキャリア教育や就労支援の充実を図ります。

⑥ 病気の状態により学校に通うことが困難な病気療養児の支

援の充実に向け、ICTを活用した学習機会の確保を促す等、

環境の整備を推進します。

⑦ 障がい児の学校教育活動に伴う通学を含む移動に係る支援

の充実を図ります。

⑧ 特別支援学級の教員については、特別支援教育に関する専

門性が特に求められることに鑑み、特別支援教育に関する

研修会等の充実を図ります。

（３）生涯学習の充実

① 障がい者が、健やかで生きがいのある生活を送れるよう

に、学校・地域・家庭をはじめ関係機関団体等と連携し

て、生涯学習の充実に努めます。

② 障がいの有無にかかわらず、全てのこどもたちの成長を地

域全体で支える社会が実現できるよう、学校運営協議会と

地域学校協働活動を一体的に推進し、こどもたちの多様な

学習・体験活動等の充実を図ります。

③ 市立図書館、学校図書館等が連携を図りながら、障がい者

の読書環境の整備の充実を図ります。

④ 障がい者が生涯にわたり教育やスポーツ、文化などの様々

な機会に親しむことができるよう、訪問支援を含む多様な

学習活動を行う学びの場やその機会の提供・充実を図りま

す。

（４）インクルーシブ

教育システムの

推進

① 特別支援教育の充実を通じて、障がい児に提供される配慮

や学びの場の選択肢を増やし、障がいの有無にかかわらず

可能な限り共に教育を受けられるとともに、個々の教育的

ニーズに最も的確に応える指導を受けることのできる、イ

ンクルーシブ教育システム（包容する教育制度）の整備を

推進します。

② 「市いじめ防止基本方針」等を踏まえ、いじめの防止等の

ための適切な支援を行います。
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第３節 雇用・就業

障がい者がその適性と能力に応じて仕事に就き、社会経済活動に参加することは、社会的に自

立するとともに、生きがいのある生活を送るうえで重要な意義を持っています。

障がい者が地域で質の高い自立した生活を営むためには就労が重要であるとの考え方のもと、

働く意欲のある障がい者がその適性に応じて能力を十分に発揮することができるよう、多様な就

業の機会を確保するとともに、総合的な支援を推進します。さらに、雇用・就業の促進に関する

施策と福祉施策との適切な組合せのもと、年金や諸手当の受給の支援、経済的負担の軽減等によ

り障がい者の経済的自立を支援します。

【施策の方向】

（1）障がい者の就業

支援

① 障がい者の職業選択の自由を尊重しつつ、障がい者がその

能力に応じて、適切な職業に従事できるように、多様な就

業先の確保に努めます。

② 障害者就業・生活支援センター及び障害者職業能力開発校

等の周知広報により就業を支援します。

③ ハローワーク等が実施する障がい者の職業相談等を周知広

報するとともに障害者社会復帰連絡会議の開催等に積極的

に協力し、参加促進を図ります。

④ 福祉、教育、医療等から雇用への一層の推進のため、職場

実習の推進や雇用前の雇入れ支援から雇用後の職場定着支

援までの一貫した支援に取り組みます。

⑤ 就労移行支援等を利用して一般就労につながった障がい者

の就労の継続を図るための支援を推進します。

⑥ 企業等において障がい者であることを理由とした人権の侵

害を受けることがないよう、行政、企業等、関係機関と連

携し、理解・啓発に努めます。

（２）障がい者の雇用

機会の拡大の

推進

① 障がい者の特性に応じたきめ細やかな相談を行い、職業能

力開発に必要な民間企業等の支援や援助を活かして雇用促

進を図ります。

② 就業および就業継続を目的とする就労移行支援、就労継続

支援等の障害福祉サービスを推進し、障がい者の就業支援

に努めます。

③ 障がい者の雇用促進を図るため、事業主に対し障がい者雇

用について理解と認識を深めるための啓発活動を行い、雇

用の確保について働きかけます。

④ 障害者雇用率制度をはじめ、各種制度について周知啓発を

図り、障がい者雇用の促進を図ります。

（３）経済的自立の

支援

① 障がい者が地域で質の高い自立した生活を営み、自らのラ

イフスタイルを実現することができるよう、雇用・就業の

促進に関する施策や年金や諸手当の受給を支援し、各種の

優遇措置に関する情報提供を行います。
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（４）障がい特性に応

じた就労支援及

び多様な就業の

機会の確保

① 多様な障がいの特性に応じた支援の充実・強化を図りま

す。また、採用後に障がい者となった者についても、必要

な職業訓練の機会の確保等円滑な職場復帰や雇用の安定の

ための施策の充実を図ります。

② 短時間労働や在宅就業、自営業など障がい者が多様な働き

方を選択できる環境を整備するとともに、ICTを活用したテ

レワークの一層の普及・拡大を図り、適切な雇用管理を行

った上で、時間や場所を有効活用できる柔軟な働き方を推

進します。
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第４節 保健・医療

精神障がい者が地域の一員として安心して自分らしい暮らしをすることができるよう、精神障

がい者への医療の提供・支援を行います。また、入院中の精神障がい者の早期退院及び地域移行

を推進し、精神障がい者の地域への円滑な移行・定着が進むよう、切れ目のない退院後の支援に

関する取組を行います。

障がい者が身近な地域で必要な保健・医療サービスやリハビリテーションを受けられるよう、

地域医療体制等の充実を図ります。あわせて、保健・医療人材の育成・確保や、難病に関する保

健・医療施策、障がいの原因となる疾病等の予防・治療に関する施策に取り組みます。

【施策の方向】

（1）母子保健対策の

充実・推進

① 障がいの発生予防・早期発見のために、母子保健訪問指導

を継続的に実施します。

② 妊産婦、新生児や児童に対する健康教育、健康指導、健康

診査等の充実を図り、予防接種の適切な実施等に努めると

ともに、正確な母子保健の知識を広く市民全体に普及しま

す。

③ 乳幼児健康診査や子育て教室等の機会を利用して、不慮の

事故に関する正しい知識、危険因子、予防対策等の普及啓

発に努めます。

④ 障がいの原因となる疾病等の早期発見のため、学校におけ

る健康診断等の適切な実施に努めます。

（２）成人保健対策の

充実・推進

① 職場や医療機関との連携を強化し、地域ぐるみで生活習慣

病等の疾病予防、早期発見・早期治療、健康増進等に関す

る啓発活動の推進に努めます。

② 適正な栄養、運動、休養等、健康的な生活スタイルの確立

のため、健康づくりを推進します。

③ 生活習慣病の予防のため、地域における健康診査等の適切

な実施や疾病等に関する健康相談・健康教育活動を充実し

ます。

（３）医療・リハビリ

テーションの充

実

① 医療・介護の給付又はリハビリテーションの提供にあたっ

ては、可能な限り身近な場所においてこれらを受けられる

ように必要な施策を実施します。

② 子ども医療費、重度心身障害者医療費、ひとり親家庭医療

費等の公費助成を継続的に実施し、早期治療の徹底を図り

ます。

③ 障がい者の自立支援のために、訪問看護・リハビリテーシ

ョン・訪問指導等の在宅サービスの充実を図ります。

④ 障がい者自身や家族等の関係者に対して、合併症や日常生

活における必要な知識を普及します。

⑤ 疾病や負傷等により、在宅で寝たきりや重度の障がいがあ

る方に対して、介護保険サービスや障害福祉サービス等を

提供します。
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⑥ 障がい者の健康の保持・増進を図るため、福祉サービスと連

携した保健サービスの提供体制の充実を図ります。

（４）精神保健対策の

充実・推進

① 精神障がい者に適切な医療の機会を提供し、継続的に支援

するため、関係機関等の連携を図ります。

② 市民の心の健康について、正しい知識の普及啓発を行い、

保健センター等における精神保健相談や援助体制の充実に

努めます。

③ 精神障がい回復状態に応じた段階的な社会参加を支援する

ために、社会復帰訓練のあり方等を検討します。

④ 精神障がい者に対する市民の理解を深め、精神障がい者を

地域で支える体制づくりに努めます。

⑤ 精神障がい者及び家族のニーズに対応した多様な相談体制

の構築を図るとともに、精神障がい者とその家族に対する

当事者及び家族の支援を行います。

⑥ 精神障がい者とその家族が地域の一員として安心して自分

らしい暮らしをすることができるよう、当事者・家族・保

健・医療・福祉・教育等関係者による協議の場及び住まい

の確保支援も含めた地域の基盤整備を推進し、「精神障害

にも対応した地域包括ケアシステム」の構築を推進しま

す。

（５）障がいの原因と

なる傷病の予防

と対策

① 障がいの原因となる傷病の予防に必要な知識の普及に努め

ます。母子保健等の保健対策の強化や当該傷病の早期発見

及び早期治療の推進を図ります。

② 障がいの原因となる難病等について、その調査及び研究に

協力し、難病等に対する施策を推進します。

③ 生活習慣病を予防するとともに合併症の発症や症状の進展

等を予防するため、栄養・食生活、身体活動・運動、休

養、飲酒、喫煙及び歯・口腔の健康に関する生活習慣の改

善による健康の増進、医療連携体制の推進、健康診査・保

健指導の実施等に取り組みます。

（６）保健・医療を支

え る 人 材 の 育

成・確保

① 保健医療対策の推進にあたっては、専門的技術を有する質

の高いマンパワーの確保が不可欠であるため、理学療法

士、作業療法士、看護職員等の専門従事者の養成・確保に

努めます。

② 地域において健康相談等を行う保健所、保健センター等の

職員の資質の向上を図るとともに、障がい者にとって必要

な福祉サービス等の情報提供が速やかに行われるよう地域

の保健・医療・福祉事業従事者及び教育関係者間の連携を

図ります。

③ 発達障がいの早期発見、早期支援の重要性に鑑み、巡回支

援専門員等の支援者の配置の促進を図ります。

（7）難病に関する保

健・医療施策の

推進

① 難病患者に対し、総合的な相談・支援や地域における受入病

院の確保を図るとともに、在宅療養上の適切な支援を行うこ

とにより、安定した療養生活の確保と難病患者及びその家族

の生活の質の向上を図ります。
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第５節 福祉

障がいの重複化，高齢化が進んでいる状況を踏まえ，障害福祉サービスの充実と障がい者が住

み慣れた家庭や地域の中で，地域社会の一員として安心して生活し，生きがいを持って社会参加

できる環境づくりが必要です。

障がい者に対する住民の理解と協力を得ながら，行政・福祉団体・ボランティア等と連携し，

地域の福祉ニーズに的確に対応できる体制の整備が求められます。

【施策の方向】

（1）地域福祉の推進

① 障がい者や高齢者が住み慣れた地域で生活を営めるよう

に、在宅福祉を中心とした福祉サービスの充実に努めま

す。

② 民生委員や在宅福祉アドバイザーの訪問を通して、安否確

認や福祉情報の提供を行います。

③ 地域福祉活動を推進する社会福祉協議会が中心となり、市

民の積極的な参加と協力を得ながら、近隣保健福祉ネット

ワークの充実に努めます。

④ 障がい者や高齢者等、援護が必要な方達に対する福祉・介

護サービスを適切に提供できる体制を整備します。

⑤ 高齢者･障がい者･児童等の福祉サービスについて、相互又

は一体的に利用しやすく、地域全体で地域住民が主体的に

地域課題解決を試みる「我が事・丸ごと」の仕組みづくり

を検討します。

（２）自立と社会参加

の促進

① 生活支援体制の充実や居住の場の確保、日常生活の援護等

を図り、障がい者の自立した生活を支援します。

② 障がい者の自立と社会参加の促進のため、言語（手話を含

む）その他の意思疎通の手段の確保に努めます。

（３）障害福祉サービ

スの適切な提供

① 障がい者の有効なサービス利用のため、障害福祉サービス

をより多くの人が認知し、利用できるよう広報活動に努め

ます。

② 国や県、審査会、サービス提供事業者等と連携を取り、障

害支援区分認定審査会を定期的に開催して、適切な障害支

援区分の認定や障害福祉サービスの給付業務の提供に努め

ます。

③ 障がい者が地域で生活する上で、適切にサービス提供され

ているかを検討し、必要な支援を充実し就労や自立への援

助を図ります。

（４）専門従事者の

養成・確保と

障がい者（児）

団体の活性化

① 福祉サービスの質的向上のために、介護福祉士や社会福祉

士等の確保を図ります。また、福祉サービスの円滑な提供

のため身体障害者相談員等の活用を図ります。

② 障がい者団体と連携し、各団体が実施する事業を支援しま

す。
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第６節 生活環境

障がいのある人が地域で安全に安心して暮らしていくことができる生活環境の実現を図る

ため、障がい者（児）等の意見を踏まえ、障がいのある人が安全に安心して生活できる住環

境のバリアフリー化の推進、障がいのある人に配慮したまちづくりの総合的な推進等を通じ、

障がいのある人の生活環境における社会的障壁の除去を進め、アクセシビリティの向上を図

ります。

また、障がいのある人が地域社会において安全に安心して生活することができるよう、災

害発生時における障がい特性に配慮した適切な情報保障や避難支援、避難所の確保、福祉・

医療サービスの継続等の取組を推進します。さらに、障がいのある人を犯罪被害や消費者被

害から守るため、防犯対策や消費者トラブルの防止に向けた取組を推進します。

建築物・道路・公園・交通機関等における障害物の除去や、情報収集やコミュニケーションに

当たってのハンディキャップの軽減は、障がい者の自立と社会活動への参加を促進するための基

礎的な条件となる事から、行政・民間事業者・市民が一体となって理解を深め、協力して取り組

むことが求められています。

本市では、障がい者や高齢者が住みやすいまちづくりのため、市をはじめとする公的機関が管

理する建築物等については、出入り口のスロープ化や自動ドア設置等の整備を行い、また道路に

ついては、通行の安全を確保するため、歩道の拡幅や段差解消等に取り組みます。

【施策の方向】

（1）総合的な福祉の

まちづくりの推進

① 建築物や道路、公共施設等の整備改善を充実させるととも

に、福祉環境整備の必要性について、市民全体の理解や積

極的な支持・協力を促す意識の高揚を図ります。

② バリアフリー法及びバリアフリー整備目標に基づき、聴覚

障がい及び知的障がい・精神障がい・発達障がいに係るバ

リアフリーの進捗状況の見える化、「心のバリアフリー」

の推進等、ハード・ソフト両面でのバリアフリー化をより

一層推進します。

③ 福祉・医療施設の適正かつ計画的な立地の推進等により、

バリアフリーに配慮し、障がい者が安心・快適に暮らせる

まちづくりを推進します。

（２）住宅環境の整備

① 公営住宅の改造にあたっては、障がい者や高齢者に配慮し

た整備を推進します。

② バリアフリーの導入や手すりやスロープの設置等により、

車いす使用者の通行幅の確保、段差解消を行います。

③ 障がい者の日常生活上の便宜を図るため、日常生活用具の

給付又は貸与及び用具の設置に必要な住宅改修に対する支

援を行います。

（３）公共建築物等の

改善

① 不特定多数の方が利用する建築物については、障がい者等

にとって円滑に利用できるよう、バリアフリー化を促進し

ます。
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（４）公園等環境の

整備

① 公園等の整備にあたっては、障がい者用トイレや水飲み場

の設置、障がい者用の駐車スペース等にきめ細かな配慮を

し、施設のバリアフリー化を推進します。

（５）移動・交通対策

の推進

① 道路については、幅の広い歩道の確保や段差の解消により

安全で快適な歩行空間を確保します。

② 障がい者の屋外での移動を容易にするため、移動支援事

業・自動車改造費助成事業の給付等各種援助策を実施しま

す。

（６）防犯・防災対策

の推進

① 災害対策について、継続的に要支援者台帳の作成を行い、

障がい者への地域ぐるみの支援体制を強化します。

② 障がい者に対して防犯・防災への意識の向上を図り、災害

その他の非常事態時の安全を確保します。

③ 緊急時における通報体制については、ファックス110番・

緊急通報装置・火災警報器・自動消火器等の周知を図りま

す。

④ 障がい者や高齢者が安心して暮らせる環境を確保するた

め、緊急時に迅速な対応が取れるよう、地域住民による自

主防災組織や消防機関等と連携した防災ネットワークの充

実を図ります。

⑤ 災害発生時若しくは災害が発生するおそれがある場合、又

は事故発生時に障がい者に対して適切に情報を伝達できる

よう、民間事業者等の協力を得つつ、障がい特性に配慮し

た多様な伝達手段や方法による情報伝達の体制や環境の整

備を促進します。

⑥ 避難所、応急仮設住宅のバリアフリー化を推進するととも

に、必要な福祉避難所の確保、避難所における障がい特性

に応じた支援と合理的配慮の促進や、福祉避難所への直接

避難等が促進されるよう、必要な体制の整備を促進しま

す。

⑦ 地域において防災教育の大切さや避難訓練の重要性につい

ての啓発を行います。

⑧ 警察と地域の障がい者団体、福祉施設、行政等との連携の

促進等により、犯罪被害の防止と犯罪被害の早期発見に努

めます。

⑨ 「女性に対する暴力をなくす運動」等を通じて、障がい者

を含む女性に対する暴力の予防と根絶に向けた広報啓発を

行うとともに、障がい者を含む性犯罪・性暴力の被害者や

配偶者等からの暴力の被害者に対する支援体制の充実を図

るため、相談員等に対する研修の充実や配偶者暴力相談支

援センター等における相談機能の充実を図ります。

（７）消費者保護対策

の充実

① 消費者からの各種相談に対応できる体制を充実するととも

に、消費者トラブルの未然防止のため、県消費生活センタ

ー等各種機関と連携をとり、消費者情報の的確な提供に努

めます。

② 消費者トラブルの防止及び障がい者の消費者としての利益

の擁護・増進に資するよう、必要な情報提供、障がい者に
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対する支援を行う者の各種消費者関係行事への参加の促

進、研修の実施等により、障がい者等に対する消費者教育

を推進します。

③ 障がい者団体、福祉関係団体等の多様な主体の連携によ

り、障がい者等の消費者被害防止及び早期発見に取り組み

ます。

④ 消費生活センター等におけるメール等での消費生活相談の

受付や、消費生活相談員の障がい者理解のための研修の実

施等の取組を促進することにより、障がい者の特性に配慮

した消費生活相談体制の整備を図ります。

（９）相談体制及び

情報収集・提供

① 市障がい者等基幹相談支援センターにおいて障がいの種別

や年齢を問わず、障がい者やその家族に対する相談窓口機

能、保健・医療・福祉その他の各般にわたるサービスをコ

ーディネート、専門的な機関への紹介など一貫した総合相

談体制を充実させます。

② 手話通訳者等派遣、点字図書給付等のサービスを充実し、

視覚障がい者、聴覚障がい者等に対する的確な情報提供に

努めます。

③ 情報化社会の進展に伴い、障がい者が円滑に情報を取得利

用し、他人との意思疎通を図れるように、情報通信機器の

普及促進を図ります。
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第７節 スポーツ・レクリエーション及び文化活動

全ての障がい者が、社会を構成する一員として社会、経済、文化その他あらゆる分野の活動に

参加する機会が確保される上で、スポーツ、レクリエーション及び文化活動は、社会参加促進や

生活を豊かにするためにも極めて重要であり、積極的に振興が図られる必要があります。特にス

ポーツについては、障がい者の体力の向上、健康増進という観点からも大きな意義があります。

スポーツやレクリエーション、文化活動等を通じて、仲間との交流や各種大会への参加等が促

進され、生きがい対策としても多大な効果が期待されます。スポーツ活動や健康づくり、文化活

動等への参加・啓発を推進するなかで、障がい者のスポーツ、レクリエーション及び文化活動へ

の参加機会をさらに確保し、その質的充実を図る必要があります。

【施策の方向】

（１）スポーツ、レク

リエーションの

振興

① 障がい者のスポーツ、レクリエーションの振興を図るた

め、社会教育・社会体育施設の利用に配慮した設備の整

備・改修に努めます。

② スポーツ、レクリエーション活動を支援するとともに、ボ

ランティア団体等と連携を取り指導員等の育成を図りま

す。

③ 障がいの種別や障がいの程度を越えた障がい者同士や市民

との交流の促進が図られるよう、その機会の確保に努めま

す。

④ レクリエーション活動を通じて、障がい者等の体力増強、

交流、余暇活動等に資するため、各種レクリエーション教

室や大会・運動会などを開催し、障がい者等が地域社会に

おける様々な活動に参加するための環境の整備や必要な支

援を行います。

（２）文化活動の振興

① 生涯学習、音楽・絵画・演劇・書道等の文化活動への参加

を促進します。

② 文化活動への参加機会の確保に努めるとともに、必要な施

策を実施します。

③ 聴覚障がい者のためのバリアフリー字幕及び視覚障がい者

のための音声ガイド等の配慮を行うことにより、文化芸術

の普及・振興を図ります。

（３）国際交流・国際

協力の振興

① 諸外国の障がい者との交流は、国際感覚を培うとともに障

がい者の問題に対する視野を広め、障がい者の自立と社会

参加を促進する上で大きな意義があるため、障がい者の国

際交流の推進に努めます。

② 県が推進する国際障害者スポーツ大会への選手派遣や青少

年・女性の各種海外派遣研修等への参加促進や情報提供に

努めます。
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第８節 行政サービス等における配慮

障がい者がその権利を円滑に行使できるよう、選挙等において必要な環境の整備や障がい特性

に応じた合理的配慮の提供を行います。また、障がい者情報アクセシビリティ・コミュニケーシ

ョン施策推進法も踏まえ、行政機関の窓口等における障がい者への配慮を促進するとともに、行

政情報の提供等に当たっては、ICT等も利活用しながら、アクセシビリティに配慮した情報提供を

行います。

（１）選挙等における

配慮

① 選挙において、障がい者が円滑に投票できるよう、投票所

の施設又は設備の整備その他必要な施策を講じます。

② 点字による候補者情報の提供等、障がい特性に応じた選挙

等に関する情報提供の充実を図ります。

③ 移動に困難を抱える障がい者に配慮した投票所のバリアフ

リー化、障がい者の利用に配慮した投票設備の設置、投票

所における投票環境の向上に努めるとともに、障がい者が

障がい特性に応じて、自らの意思に基づき円滑に投票でき

るよう取り組みます。また、選挙人を介護する者やその他

の選挙人とともに投票所に入ることについてやむを得ない

事情がある者として、投票管理者が認めた者は投票所に入

ることができることの周知を図ります。

④ 指定病院等における不在者投票、郵便等による不在者投票

の適切な実施の促進により、選挙の公正を確保しつつ、投

票所での投票が困難な障がい者の投票機会の確保を図りま

す。

（２）司法手続におけ

る配慮

① 障がい者がその権利を円滑に行使できるように、個々の特

性に応じた意思疎通の手段を確保します。

（３）行政機関等にお

ける配慮及び障

がい者理解の促

進等

① 職員等に対する障がい者に関する理解を促進するため、よ

り一層の理解の促進が必要な障がいや、外見からは分かり

にくい障がいの特性、コミュニケーションに困難を抱える

障がいや、複合的に困難な状況に置かれた障がい者に求め

られる合理的配慮を含めた必要な配慮等を含めて必要な研

修を実施し、窓口等における障がい者への配慮の徹底を図

ります。

② 障がい者を含む全ての人の利用しやすさに配慮した行政情

報の電子的提供の充実に取り組むとともに、ウェブアクセ

シビリティの向上等に向けた取組を促進します。

③ 行政情報の提供等に当たっては、ICTの利活用も踏まえ、ア

クセシビリティに配慮した情報提供を行います。
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第９節 差別の解消、権利擁護の推進及び虐待の防止

社会のあらゆる場面において障害を理由とする差別の解消を進めるため、様々な主体の取組と

の連携を図りつつ、障害者差別解消法の一層の浸透に向けた各種の広報・啓発活動を展開すると

ともに、事業者や市民の幅広い理解のもと、環境の整備に係る取組を含め、障がい者差別の解消

に向けた取組を幅広く実施することにより、障害者差別解消法等の実効性ある施行を図ります。

また、「障害者虐待防止法」の適正な運用を通じて障がい者虐待を防止するとともに、障がい者

の権利侵害の防止や被害の救済を図り、障がい者の権利擁護のための取組を着実に推進します。

（１）権利擁護の

推進・虐待の防止

① 障害者虐待防止法の成立を機に虐待防止に関する法律の趣

旨が徹底される中で、地域社会において各関係機関の連携

をより一層深め、障がい者だけでなく高齢者及び児童の虐

待防止活動や権利保護活動への取り組みを強化して、すべ

ての人が暮らしやすい社会を目指します。

② 各事業者や地域自立支援協議会との連携を図り、情報交換

を円滑化し、虐待の未然防止に努めます。

③ 障がい者の虐待の防止について、市の障害者虐待防止セン

ターにおいて、虐待の情報を速やかに関係機関へ提供を行

うなど、連携と虐待防止の周知徹底を図ります。

④ 「障害者差別解消法」に基づき、不当な差別的取扱いを禁

止し、合理的配慮の提供に努め、障がいの有無によって分

け隔てられることなく、障がいのある人もない人も共に暮

らせる社会を目指します。

(２)障害を理由とする

差別の解消の推進

① 事業者による合理的配慮の提供を義務付けること等を内容と

する障害者差別解消法改正法の円滑な施行に基づき、事業者

が適切に対応できるよう必要な取組を行います。

② 地域における障害を理由とする差別の解消の推進について

は、市地域自立支援協議会で取り組みます。

③ 障害者差別解消法等の意義や趣旨、求められる取組等につい

て幅広い市民の理解を深めるため、多様な主体との連携によ

り、同法の一層の浸透に向けた各種の広報・啓発活動に取り

組みます。

④ 障がい者に対する差別及びその他の権利侵害を防止し、その

被害からの救済を図るため、相談体制の充実等に取り組むと

ともに、その利用の促進を図ります。
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第５章 第７期いちき串木野市障害福祉計画
第３期いちき串木野市障害児福祉計画

第１節 基本理念

第７期障害福祉計画及び第３期障害児福祉計画では、国の基本指針を踏まえ、以下の７点を基

本理念とします。

（１）障がい者等の自己決定の尊重と意思決定の支援

共生社会を実現するため、障がい者等の自己決定を尊重し、その意思決定の支援に配慮すると

ともに、障がい者等が必要とする障害福祉サービスその他の支援を受けつつ、その自立と社会参

加の実現を図っていくことを基本として、障害福祉サービス等及び障害児通所支援等の提供体制

の整備を進めます。

（２）障がい種別によらない一元的な障害福祉サービスの実施等

障害福祉サービスの対象となる障がい者等に対してサービスの充実を図るとともに、県の支援

等を通じて引き続き、サービスの均てん化を図ります。発達障がい者及び高次脳機能障がい者に

ついては、従来から精神障がい者に含まれるものとして障害者総合支援法に基づく給付の対象に

なっていること、難病患者等（障害者総合支援法で定める対象疾病）についても障害者総合支援

法に基づく給付の対象になっていることを、引き続き周知し、障害福祉サービスの活用を促しま

す。

（３）入所等から地域生活への移行等の課題に対応したサービス提供体制の整備

障がい者等の自立支援の観点から、入所等から地域生活への移行、地域生活の継続の支援、就

労支援等といった課題に対応したサービス提供体制を整え、障がい者等の生活を地域全体で支え

るシステムを実現するため、障がい福祉事業所等の地域資源と共に提供体制の整備を進めます。

特に、入所等から地域生活への移行については、地域生活を希望する者が地域での暮らしを継

続することができるよう、必要な障害福祉サービス等が提供される体制を整備する必要がありま

ず。

（４）地域共生社会の実現に向けた取組

地域のあらゆる住民が、「支え手」と「受け手」に分かれるのではなく、地域、暮らし、生き

がいをともに創り、高め合うことができる地域共生社会の実現に向け、引き続き、地域住民が主

体的に地域づくりに取り組むための仕組みづくりや制度の縦割りを超えた柔軟なサービスの確保

に取り組むとともに、地域ごとの地理的条件や地域資源の実態等を踏まえながら、包括的な支援

体制の構築に取り組みます。
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（５）障がい児の健やかな育成のための発達支援

障がい児及びその家族に対し、障がいの疑いがある段階から身近な地域で支援できるように、

質の高い専門的な発達支援を行う障害児通所支援等の充実を図るとともに、県の支援等を通じて

引き続き障がい児支援の均てん化を図ることにより、地域支援体制の構築を図ります。

また、障がい児のライフステージに沿って、地域の保健、医療、障害福祉、保育、教育、就労

支援等の関係機関が連携を図り、切れ目の無い一貫した支援を提供する体制の構築を図ります。

（６）障害福祉人材の確保・定着

障がい者の重度化・高齢化が進む中においても、将来にわたって安定的に障害福祉サービス等

を提供し、様々な障がい福祉に関する事業を実施していくためには、提供体制の確保と併せてそ

れを担う人材を確保していく必要があります。

そのために、専門性を高めるための研修の実施、多職種間の連携の推進、障害福祉の現場が働

きがいのある魅力的な職場であることの積極的な周知・広報等を行うとともに、事務負担の軽減、

業務の効率化に関係者が協力して取り組んでいきます。

（７）障がい者の社会参加を支える取組定着

障がい者の地域における社会参加を促進するためには、障がい者の多様なニーズを踏まえて支

援すべきです。

特に、障害者による文化芸術活動の推進に関する法律を踏まえ、障がい者が文化芸術を享受鑑

賞し、又は創造や発表等の多様な活動に参加する機会の確保等を通じて、障がい者の個性や能力

の発揮及び社会参加の促進を図ります。

また、読書を通じて文字・活字文化の恵沢を享受することができる社会の実現のため、視覚障

がい者等の読書環境の整備の推進に関する法律を踏まえ、視覚障がい者等の読書環境の整備を計

画的に推進します。

さらに、障がい特性に配慮した意思疎通支援や支援者の養成、障がい当事者によるICT活用等の

促進を図ります。
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第２節 障害福祉サービス等に関する数値目標

障害者等への自立支援の観点から、入所から地域生活への移行や就労支援などの課題に対応す

るため、令和８年度を目標年度として、国の基本方針及び前期計画の実績並びに本市の実情を踏

まえて数値目標を設定します。

１ 福祉施設の入所者の地域生活への移行

２ 地域生活支援の充実

国の基本方針

①令和４年度末時点の施設入所者数の６.0％以上が令和８年度末ま
でに地域生活へ移行する

②令和８年度時点の施設入所者数を令和４年度末時点の施設入所者
数から 5.0％以上削減する

本市の方針

①令和４年度末時点の施設入所者の 6.0％以上が地域生活へ移行する
ことを目指します。

②施設入所者数を令和４年度末時点から5.0％以上削減することを目
指します。

目 標 値
①地域生活移行者数 ４人（5.7％移行）

②施設入所者の削減数 ５人（7.1％削減） （令和８年度末）

国の基本方針

①令和８年度末までに地域生活支援拠点等を整備（複数市町村によ
る共同整備も可能）するとともに、その機能の充実のため、コー
ディネーターを配置する等の効果的な支援体制の構築を進め、年
１回以上支援の実績等を踏まえ運用状況を検証及び検討する。

②令和８年度末までに強度行動障がいを有する者に関して支援ニー
ズを把握し、支援体制の整備（圏域での整備も可）を進める。
※新規

本市の方針

①拠点を設けず、地域において機能を分担する「面的整備型」の整
備を取り組み、その機能の充実のため、コーディネーターの配置
などによる効果的な支援体制の構築を進めます。

②令和８年度末までに、強度行動障がいを有する障がい者に関し
て、その状況や支援ニーズを把握し、地域の関係機関が連携し、
支援体制について協議します。

目 標 値

①地域生活支援拠点等の運用状況の検証・検討の場の開催回数 1

回以上

②強度行動障がいを有する障がい者の状況や支援ニーズの把握及び
支援体制についての協議を実施します。
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３ 福祉施設から一般就労への移行等

（１）就労移行支援事業所等を通じた一般就労への移行者数

国の基本方針

①令和３年度の一般就労への移行実績の 1.28 倍以上とすることを基
本とする。

②就労移行支援事業については、一般就労への移行における重要な
役割を踏まえ、令和３年度の一般就労への移行実績の 1.31 倍以上
とすることを基本とする。さらに、事業所ごとの実績の確保・向
上の観点から、就労移行支援事業所のうち、就労移行支援事業利
用終了者に占める一般就労へ移行した者の割合が５割以上の事業
所を全体の５割以上とすることを基本とする。

③就労継続支援Ａ型事業については令和３年度の一般就労への移行
実績の概ね1.29 倍以上を目指すこととする。

④就労継続支援Ｂ型事業については令和３年度の一般就労への移行
実績の概ね1.28 倍以上を目指すこととする。

本市の方針

地域の企業や公共職業安定所、障害者就業・生活支援センターなどの
関係機関と連携して、雇用先の確保や働き続けるための支援に取り組
みます。また、就労アセスメントの活用について情報共有を図りま
す。

①福祉施設から就労移行支援事業等を通じて一般就労へ移行する者
の数を、令和３年度の実績の 1.28 倍以上とすることを目指しま
す。

②就労移行支援事業を通じて一般就労へ移行する者の数を、令和３
年度実績の1.31 倍以上とすることを目指します。

③就労継続支援Ａ型事業を通じて一般就労へ移行する者の数を、
令和３年度実績の1.29 倍以上とすることを目指します。

④就労継続支援Ｂ型事業を通じて一般就労へ移行する者の数を、
令和３年度実績の1.28 倍以上とすることを目指します。

目 標 値

①福祉施設からの一般就労移行者数 2人

（内訳）

②就労移行支援事業を通じた一般就労への移行者数 1人

③就労継続支援Ａ型事業を通じた一般就労への移行者数 1人

④就労継続支援Ｂ型事業を通じた一般就労への移行者数 0人
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（２）就労定着支援事業に関する目標

４ 障害児支援の提供体制の整備等

（１）児童発達支援センターの設置及び障がい児の地域社会への参加・包容（インクル

ージョン）の推進

国の基本方針

①就労定着支援事業は、令和３年度の一般就労への移行実績の 1.41
倍以上とする。

②就労定着支援事業所のうち、就労定着率が７割以上の事業所を全
体の２割５分以上とする。

本市の方針

①就労定着支援事業の利用者数については、令和８年度中の利用者
数を令和３年度の実績の1.41 倍以上とすることを目指します。

②就労定着率については、就労定着支援事業所のうち、令和８年度
中の就労定着率が７割以上の事業所を全体の２割５分以上とする
ことを目指します。

目 標 値
①就労定着支援事業の利用者数 2人

②就労定着率が７割以上の事業所 25％ （令和８年度）

国の基本方針

①児童発達支援センターを中核とした重層的な地域支援体制の構築
を目指すため、令和８年度末までに、児童発達支援センターを各
市町村に少なくとも１カ所以上設置することを基本とする。な
お、市町村単独での設置が困難な場合には、圏域での設置であっ
ても差し支えない。

②障害児の地域社会への参加・包容（インクルージョン）を推進す
るため、各市町村又は各圏域に設置された児童発達支援センター
や地域の障害児通所支援事業所等が保育所等訪問支援等を活用し
ながら、令和８年度末までに、全ての市町村において、障がい児
の地域社会への参加・包容（インクルージョン）を推進する体制
を構築することを基本とする。

本市の方針

児童発達支援センターは１か所設置されていることから、保育所
等訪問支援事業の推進に努めます。また、令和８年度末までに、障
害児の地域社会への参加・包容（インクルージョン）を推進する体
制の構築を目指します。

目 標 値
児童発達支援センター 1か所

保育所等訪問支援事業所の数 ２か所 （令和８年度末）
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（２）主に重症心身障害児を支援する児童発達支援事業所及び放課後等デイサービス事

業所の確保

（３）医療的ケア児等支援のための関係機関の協議の場の設置及びコーディネーターの

配置

国の基本方針
令和８年度末までに、主に重症心身障害児を支援する児童発達支

援事業所及び放課後等デイサービス事業所を各市町村に少なくとも
１か所以上確保することを基本とする。

本市の方針

重症児を支援する児童発達支援事業所及び放課後等デイサービス
事業所は、市内に各１か所設置されていることから、主に重症心身
障害児を支援する児童発達支援事業及び放課後等デイサービス事業
の推進に努めます。

目 標 値
①主に重症児を支援する児童発達支援事業所の数 1か所

②主に重症児を支援する放課後等デイサービス事業所の数 1か所

国の基本方針

各都道府県及び各市町村において、保健、医療、障害福祉、保育、教
育等の関係機関等が連携を図るための協議の場を設けるとともに、医療
的ケア児等に関するコーディネーターを配置することを基本とする。な
お、市町村単独での設置が困難な場合には、都道府県が関与した上で
の、圏域での設置であっても差し支えない。

本市の方針

協議の場としては、自立支援協議会を設置しており、引き続き活
動を積極的に行います。また、医療的ケア児に関するコーディネー
ターは配置されていますが、医療的ケア児等が適正な保育、教育、
発達支援等の支援を受けられるよう、県医療的ケア児等支援センタ
ーを活用し、地域の相談支援事業所との連携に努めます。

目 標 値

①医療的ケア児支援のための関係機関の協議の場の開催回数 年 1
回以上

②医療的ケア児に対する関連分野の支援を調整するコーディネータ
ーの配置 1人
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５ 相談支援体制の充実・強化等

６ 障害福祉サービス等の質を向上させるための取組に係る体制の構築

国の基本方針

①令和８年度末までに各市町村または圏域において、総合的な相談
支援、地域の相談支援体制の強化等の役割を担う基幹相談支援セ
ンターを設置するとともに、地域の相談支援体制の強化を図る体
制を確保する。なお、基幹相談支援センターを設置するまでの間
も地域の相談支援体制の強化に努める。

②協議会において、個別事例の検討を通じた地域サービス基盤の開
発・改善等を行う取組を行うとともに、これらの取組を行うため
の協議会の体制を確保する。 ※新規

本市の方針

①基幹相談支援センターによる総合的・専門的な相談支援及び指定
特定相談支援事業所に対する指導・助言などを実施します。

②個別事例の検討を通じた地域課題の解決に向けて、障害者自立支
援協議会定例会と専門部会が連携して取り組みます。

目 標 値
①障がい者等基幹相談支援センターの運営 1か所

②定例会と専門部会の連携

国の基本方針
令和８年度末までに、各市町村において、障害福祉サービス等の質を

向上させるための取組に関する事項を実施する体制を構築することを基
本とする。

本市の方針

令和８年度末までに、障害福祉サービス等の質を向上させるための取
組に関する事項を実施する体制を構築することを目指します。

障害福祉サービスの多様化、サービス提供事業所の増加に伴い、サー
ビスの利用者に対して、より一層真に必要とするサービスを適切に提供
することが求められていることから、相談支援従事者研修などの各種研
修への市職員の参加、鹿児島県国民健康保険団体連合会（国保連）にお
ける審査でエラーとなった内容の分析などを行い、サービスの質の向上
を図っていきます。

目 標 値

県が実施する障害福祉サービス等に係る研修への市職員の参加人数 1
人以上

障害者自立支援審査支払システム等での審査結果を分析してその結果を
活用し、事業所と共有する体制を確保し、それに基づく実施回数 年１
回
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第３節 障害福祉サービス等及び障害児通所支援の見込量

令和８年度における目標値を達成できるように、令和６年度から令和８年度までの指定障害福祉

サービス等の種類ごとの見込量及び見込量確保のための方策を、国の基本指針及び前期計画の実績

並びに本市の実情を踏まえて設定します。

１ 訪問系サービス

(1)居宅介護

(2)重度訪問介護

対象者
障害支援区分1以上の方。身体介護等を伴う場合は区分２以上で
別途5項目のいずれかに該当する方

内容 居宅において、入浴、排せつ、食事の介護等を行います。

見込量設定の考え方
利用人数は国の示す推計方法で算出し、利用時間は実績から１人
当たり約９時間として見込量を設定しました。

確保方策
市内に事業所がないことから、近隣市の事業所での対応を図ると
ともに、新規事業所の参入を呼びかけるなどサービス体制の受け
皿の拡大を図ります。

単位
【実績値】 【計画値（見込み）】

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

居宅介護

（ホームヘルプ）

時間/月 161 135 112 144 144 144

人/月 19 16 16 16 16 16

対象者

障害支援区分4以上で下記に該当する方
・二肢以上の麻痺等があり、障害支援区分の認定調査項目のうち
「歩行」「移乗」「排尿」「排便」のいずれも「できる」以外
に認定されている方。

・障害支援区分の認定調査項目のうち行動関連項目の合計点が
10点以上である方。

内容
常に介護を必要とする方に、居宅での介護、外出時での移動支援
等を総合的に行います。また、病院等に入院・入所している方に
対して、意思疎通の支援その他の必要な支援を行います。

見込量設定の考え方
利用人数はこれまで利用実績を勘案し、利用時間は実績から１人
当たり563時間として見込量を設定しました。

確保方策
重度訪問介護は長時間対応できるヘルパーの確保と体制づくり、
に努めます。

単位
【実績値】 【計画値（見込み）】

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

重度訪問介護
時間/月 61 577 500 563 563 563

人/月 1 1 1 1 1 1
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(3)同行援護

(4)行動援護

対象者
同行援護アセスメント調査票による調査項目中、「視力障害」、
「視野障害」及び「夜盲」のいずれかが1点以上であり、かつ、
「移動障害」の点数が1点以上の方

内容
視覚障害により、移動に著しい困難を有する方に、外出時におい
て同行し、移動に必要な情報を提供し、その他必要な援助を行い
ます。

見込量設定の考え方
利用人数は国の示す推計方法で算出し、利用時間は実績から１人
当たり約13時間として見込量を設定しました。

確保方策
市内に事業所がないことから、近隣市の事業所での対応を図ると
ともに、新規事業所の参入を呼びかけるなどサービス体制の受け
皿の拡大を図ります。

単位
【実績値】 【計画値（見込み）】

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

同行援護
時間/月 90 78 84 91 104 117

人/月 6 7 7 7 8 9

対象者
障害支援区分3以上で、障害支援区分の認定調査項目のうち行動
関連項目等の合計点数が10点以上に該当する方（障がい児はこ
れに相当する支援の度合い）

内容
知的障害または精神障害により行動上困難を有する方に、危険を
回避するために必要な援護、移動中の介護等を行います。

見込量設定の考え方
利用人数はこれまでの利用実績を勘案し、利用時間は実績から１
人当たり９時間として見込量を設定しました。

確保方策
市内に事業所がないことから、近隣市の事業所での対応を図ると
ともに、新規事業所の参入を呼びかけるなどサービス体制の受け
皿の拡大を図ります。

単位
【実績値】 【計画値（見込み）】

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

行動援護
時間/月 18 12 24 18 18 18

人/月 2 2 2 2 2 2
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(5)重度障害者等包括支援

２ 日中活動系サービス

(1)生活介護

対象者
障害支援区分6で意思疎通に著しい困難を有し一定の要件に該当
する方

内容
常時介護を要する方で、介護の必要程度が著しく高い方に、居宅
介護等複数のサービスを包括的に行います。

見込量設定の考え方
利用実績はありませんが、重度訪問介護を参考に見込量を１人と
設定しています。

確保方策
市内に事業所がないことから、近隣市の事業所での対応を図ると
ともに、新規事業所の参入を呼びかけるなどサービス体制の受け
皿の拡大を図ります。

単位
【実績値】 【計画値（見込み）】

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

重度障害者等

包括支援

時間/月 0 0 0 0 0 500

人/月 0 0 0 0 0 １

対象者
常時介護を必要とする方で障害支援区分3（50歳以上は区分2）
以上の方

内容
常に介護を必要とする方に、主に昼間、障害者支援施設等におい
て入浴、排せつ、食事の介護、創作活動又は生産活動の機会提供
を行います。

見込量設定の考え方
利用人数は国の示す推計方法で算出し、利用日数は実績から１人
当たり約19日として見込量を設定しました。

確保方策
市内および市外事業所での対応を図ります。また今後も障がい者
の日中活動の場として、身近な場所での利用が可能になるよう支
援の充実に努めます。

単位
【実績値】 【計画値（見込み）】

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

生活介護
人日/月 2,247 2,298 2,300 2,473 2,491 2,510

人/月 110 121 121 133 134 135
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(2)自立訓練（機能訓練・生活訓練）

(3)就労選択支援 ※新規

対象者 身体機能・生活能力の維持向上のため、一定の支援が必要な方

内容
自立した日常生活又は社会生活ができるよう、一定期間、身体機
能又は生活能力の維持向上のために支援が必要な訓練等を行いま
す。

見込量設定の考え方
利用人数は国の示す推計方法で算出し、利用日数は実績から、機
能訓練で１人当たり17日、生活訓練で１人当たり約11日として
見込量を設定しました。

確保方策

市内に事業所がないことから、必要な訓練が適切に受けられるよ
う、市外の関係機関及びサービス提供事業所との連携に努めま
す。また新規事業所の参入を呼びかけるなど受け皿の拡大を図り
ます。

単位
【実績値】 【計画値（見込み）】

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

自立訓練

（機能訓練）

人日/月 24 30 34 34 51 68

人/月 2 2 2 2 3 4

自立訓練

（生活訓練）

人日/月 115 71 71 91 99 110

人/月 10 6 6 8 9 10

対象者

新たに就労継続Ａ型事業を利用する意向の者
新たに就労継続Ｂ型事業を利用する意向の者

標準利用期間を超えて就労移行の利用を更新する者

内容
障がい者本人が就労先・働き方についてより良い選択ができるよ
う、就労アセスメントの手法を活用して、本人の希望、就労能力
や適性等に合った選択の支援を行います。

見込量設定の考え方
新たなサービスで、ニーズが不確定なため、見込量を令和７年度
以降10人と設定しています。

単位
【実績値】 【計画値（見込み）】

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

就労選択支援

※新規
人/月 ― ― ― ― 10 10
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(4)就労移行支援

(5)就労継続支援（Ａ型）

対象者 一般企業等への就労を希望する65歳未満の方

内容
一定期間、就労に必要な知識及び能力の向上のために必要な訓練
等を行います。

見込量設定の考え方
利用人数は国の示す推計方法で算出し、利用日数は実績から１人
当たり約13日として見込量を設定しました。

確保方策

市内に事業所がないことから近隣市の事業所での対応を図りま
す。また障がい者の一般就労を促進するため、ハローワークや障
害者就業・生活支援センター、サービス提供事業所との連携に努
めます。

単位
【実績値】 【計画値（見込み）】

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

就労移行支援
人日/月 106 112 110 106 106 106

人/月 8 8 7 8 8 8

対象者
一般就労する事が困難な者で、雇用契約に基づき継続的に就労す
ることが可能な65歳未満の方

内容
雇用契約に基づく就労の機会を提供するとともに、一般就労への
移行に向けて支援を行います。

見込量設定の考え方
利用者数は、国の示す推計方法に基づき算出し、利用日数は実績
から１人当たり約18日として見込量を設定しました。

確保方策
利用者の増加を目指し、地域住民への事業所の周知や、新規の利
用希望者への情報提供に努めます。またサービス提供事業所との
連携を図り、支援内容の充実に努めます。

単位
【実績値】 【計画値（見込み）】

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

就労継続支援

（Ａ型）

人日/月 555 567 580 583 601 619

人/月 30 32 32 33 34 35
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(6)就労継続支援（Ｂ型）

(7)就労定着支援

対象者
一般企業等の雇用に結びつかない方や、または一定年齢に達して
いる方で、就労の機会等を通じ生産活動にかかる知識及び能力の
向上や維持が期待される方

内容
就労の機会を提供するとともに、生産活動に係る知識および能力
の向上のために必要な訓練を行います。

見込量設定の考え方
利用者数は、国の示す推計方法に基づき算出し、利用日数は実績
から１人当たり約16日として見込量を設定しました。

確保方策
利用者は増加傾向にありますが、定員に満たないサービス提供事
業所が多いことから、利用希望者のニーズに合わせて、市内事業
所の周知や情報提供に努めます。

単位
【実績値】 【計画値（見込み）】

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

就労継続支援

（Ｂ型）

人日/月 1,808 1,869 1,900 1,961 2,039 2,118

人/月 113 120 122 125 130 135

対象者
就労移行支援等の利用を経て一般就労へ移行した障がいのある方
で、就労に伴う環境変化により生活面の課題が生じている方

内容
企業や自宅等への訪問・来所により生活や体調管理などの課題解
決に向けて必要な連絡調整や指導助言を行います。

見込量設定の考え方
これまでの利用実績を勘案し、令和８年度までに２人と設定しま
した。

確保方策
市内及び市外事業所での対応を図ります。これまで、若干名の一
般就労への移行者がいる状況であり、サポート体制の充実に努め
ます。

単位
【実績値】 【計画値（見込み）】

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

就労定着支援 人/月 2 0 ０ ０ ０ 2
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(8)療養介護

(9)短期入所（福祉型）

対象者

病院等への長期の入院による医療的ケアに加え、常時介護を必要
とする方
・障害支援区分が６であり、ＡＬＳ患者等気管切開を伴う人工呼
吸管理を行っている方

・障害支援区分が5以上の筋ジストロフィー患者又は重症心身障
害者

・指定療養介護事業所を利用する方

内容
医療機関で機能訓練、療養上の管理、看護、介護や日常生活上の
援助を行います。

見込量設定の考え方
これまでの利用実績を勘案し、令和６年以降５人と設定しまし
た。

確保方策
市内に事業所がないことから，市外事業所での対応を図ります。
新規の利用希望者については，サービス提供事業者や関係機関と
情報共有しながら，適切なサービスが提供できるよう努めます。

単位
【実績値】 【計画値（見込み）】

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

療養介護 人/月 5 5 5 5 5 5

対象者
18歳以上の利用者：障害支援区分１以上

18歳未満の利用者：障害児支援区分１以上

内容
自宅で介護する人が病気の場合などに、短期間や夜間、施設等で
入浴、排せつ、食事の介護等を行います。

見込量設定の考え方
利用者数は、国の示す推計方法に基づき算出し、利用日数は実績
から１人当たり約７日として見込量を設定しました。

確保方策

市内および市外事業所での対応を図ります。また障がい者（児）
および家族の心身の支援を図るため、身近な場所でのサービス提
供が行えるよう既存の事業所でのサービス提供体制の確保や新規
事業所の参入の呼びかけに努めます。

単位
【実績値】 【計画値（見込み）】

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

短期入所

（福祉型）

人日/月 73 81 81 79 85 92

人/月 7 11 11 12 13 14
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(10)短期入所（医療型）

３ 居住系サービス

(1)自立生活援助

対象者

重症心身障害児、または重度の障がいある方
・障害支援区分６に該当し、気管切開を伴う人工呼吸器による呼
吸管理を実施。

・障害支援区分5以上に該当し、進行性筋萎縮症に罹患している
方又は重度の知的障害及び重度の肢体不自由が重複している方
等。

内容

入浴、排せつ及び食事の介護等

＊医療ニーズの高い障がい児、障がい者に対する医学的管理や療
養上必要な措置を実施した場合、加算による評価を実施しま
す。

見込量設定の考え方
利用者数は、国の示す推計方法に基づき算出し、利用日数は実績
から１人当たり３日として見込量を設定しました。

確保方策
既存の事業所でのサービス供給が可能であることから、既存の事
業所での対応を図ります。また個々のニーズに合わせて、市外事
業所の情報提供に努めます。

単位
【実績値】 【計画値（見込み）】

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

短期入所

（医療型）

人日/月 2 4 4 6 6 6

人/月 2 1 1 2 2 2

対象者
障害者支援施設やグループホーム等を利用していた障がいのある
方で、一人暮らしを希望する方や、家族の入院等により一人暮ら
しをする方や、家族の入所等により一人暮らしをする方

内容

定期的に利用者の居宅を訪問し、日常生活に課題がないか、通院
しているか、地域住民との関係は良好かなどの確認を行い、必要
な助言や関係機関との調整を行います。また、利用者からの要請
により訪問・電話等で随時対応します。

見込量設定の考え方
これまでの利用実績を勘案し、令和６年以降１人と設定しまし
た。

確保方策
市内に事業所がないことから、市外事業所での対応を図ります。
また地域移行支援を利用した在宅生活者の増加が見込まれるた
め、新規事業所の参入の呼びかけに努めます。

単位
【実績値】 【計画値（見込み）】

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

自立生活援助 人/月 0 1 1 1 1 1
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(2)共同生活援助

(3)施設入所支援

対象者
障害者（身体障害者にあっては、65歳未満の方又は65歳に達す
る日の前日までに障害福祉サービス若しくはこれに準ずるものを
利用したことがある方）

内容
地域で共同生活を営むのに支障のない障がい者につき、主として
夜間において、共同生活を営むべき住居において相談その他の日
常生活上の援助を行います。

見込量設定の考え方
利用者数は、国の示す推計方法に基づき算出しました。また、重
度障がい者は令和８年度までに１人と設定しました。

確保方策
地域移行等による受け皿の基盤として、住み慣れた地域で生活が
継続できるよう、サービス必要量の把握を行い、それに伴うサー
ビス提供体制の確保や新規事業所の参入の呼びかけに努めます。

単位
【実績値】 【計画値（見込み）】

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

共同生活援助
（グループホーム）

人/月 54 55 62 58 61 64

うち重度障が
い者 ※新規

人/月 0 0 0 0 0 1

対象者

①生活介護を受けている方で障害支援区分４以上（50歳以上は
区分3以上）である方。

②自立訓練又は就労移行支援を受けている方で入所しながら訓練
等を実施することが必要かつ効果的であると認められる方、又
は地域で通所のサービス訓練等を受けることが困難な方。

③就労継続支援Ｂ型と施設入所支援との利用を希望する方または
生活介護と施設入所支援との利用を希望する障害支援区分４
（50歳以上は区分3）より低い方で、指定特定相談支援事業者
によるサービス等利用計画を作成する手続きを経た上で、利用
組み合わせが必要な方

内容
主に夜間や休日に施設に入所する方に、入浴、排せつ、食事の介
護、生活等に関する相談及び助言、その他の必要な日常生活上の
支援を行います。

見込量設定の考え方 利用者数は、国の示す推計方法に基づき算出しました。

確保方策
市内に事業所がないことから、市外事業所での対応を図ります。
また新規の利用希望者については、サービス提供事業者と連携
し、適切なサービスが提供できるよう努めます。

単位
【実績値】 【計画値（見込み）】

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

施設入所支援 人/月 65 65 68 67 66 60
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(4)地域生活支援拠点等

①地域生活支援拠点等の整備

②コーディネーターの配置、検証及び検討の実施回数

対象者 下記のサービスを必要とされる方

内容
障がい者の重度化・高齢化や「親亡き後」を見据えた、居住支援
のための機能（相談・緊急時の受け入れ・体験の機会・場・専門
的人材の確保・養成・地域の体制づくり）を構築します。

確保方策
他自治体の情報等を収集し、地域において機能を分担する「面的
整備型」の整備に取り組み、その機能充実のため、効果的な支援
体制の構築に努めます。

単位
【実績値】 【計画値（見込み）】

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

設置箇所数 箇所 0 0 0 0 0 1

単位
【実績値】 【計画値（見込み）】

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

検証・検討の実施

回数
回/年 0 0 0 1 1 1

コーディネーター

の配置人数

※新規

人/年 0 0 0 0 0 1
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４ 相談支援

(1)計画相談支援

(2)地域移行支援

対象者

障害福祉サービスまたは地域相談支援（地域移行支援、地域定着
支援）を利用する方

障害福祉サービスを利用する18歳未満の障がいのある子ども。

内容

サービス利用支援は障がい者（児）の心身の状況、その置かれて
いる環境等を勘案し、利用するサービスの内容等を定めたサービ
ス等利用計画案を作成し、支給決定等が行われた後に、支給決定
内容を反映したサービス等利用計画の作成等を行います。

継続サービス利用支援はサービス等利用計画が適切であるかどう
かを一定期間ごとに検証し、その結果等を勘案してサービス等利
用計画の見直しを行い、サービス等利用計画の変更等を行いま
す。

見込量設定の考え方
障害福祉サービス等を利用する場合は、基本的に本サービスを利
用するというサービスの特性を踏まえて、見込量を設定しまし
た。

確保方策
自立支援協議会の相談支援部会の場を通じて、指定特定相談支援
事業者やサービス提供事業者と連携し、相談支援体制の更なる充
実に努めます。

単位
【実績値】 【計画値（見込み）】

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

計画相談支援 人/月 39 37 37 39 41 43

対象者

障害者支援施設または児童福祉施設に入所している方。

精神科病院（精神科病院以外で精神病室が設けられている病院を
含む）等に入院している精神に障がいのある方。保護施設、更正
施設等を退所する方。

内容
住居の確保をはじめ、対象者が地域における生活に移行するため
の活動に関する相談、その他の便宜の供与を行います。

見込量設定の考え方
これまでの利用実績を勘案し、令和６年度以降１人と設定しまし
た。

確保方策
市内及び市外の相談支援事業所での対応を図ります。関係機関や
サービス提供事業所との連携や制度の周知に努めます。

単位
【実績値】 【計画値（見込み）】

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

地域移行支援 人/年 1 1 1 1 1 1
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(3)地域定着支援

対象者
居宅において単身、または家庭の状況等により同居している家族
による支援を受けられない方。

内容
対象となる方と常時の連絡体制を確保し、障害特性に起因して生
じた緊急事態等の際の相談、その他の便宜の供与を行います。

見込量設定の考え方
現在のところ実績はありませんが、以前は実績があったことか
ら、計画終了までの見込量を１人と設定しています。

確保方策
市内及び市外の相談支援事業所での対応を図ります。また住み慣
れた地域で安心した暮らしを実現するために、広く制度の周知に
努めます。

単位
【実績値】 【計画値（見込み）】

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

地域定着支援 人/年 0 0 0 0 0 1
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５ 障害児通所支援等

(1)児童発達支援

（2）放課後等デイサービス

対象者
集団療育及び個別療育を行う必要があると認められる主に未就学
の子ども

内容
児童発達支援センター等の施設において、日常生活における基本
的な動作の指導、知識技能の付与、集団生活への適応訓練その他
必要な支援を行います。

見込量設定の考え方
利用者数は、国の示す推計方法に基づき算出し、利用日数は実績
から１人当たり約９日として見込量を設定しました。

確保方策
利用者の増加に対応するために、市内及び市外の事業所の利用を
推進します。

単位
【実績値】 【計画値（見込み）】

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

児童発達支援
人日/月 479 515 525 496 514 531

人/月 54 55 56 56 58 60

対象者
学校教育法に規定する学校(幼稚園、大学を除く)に就学している
子ども

内容

学校通学中の子どもに対して、放課後や夏休み等の長期休暇にお
いて、生活能力向上のための訓練等を継続的に提供することによ
り、学校教育と相まって自立を推進するとともに、放課後等にお
ける支援を推進します。

見込量設定の考え方
利用者数は、国の示す推計方法に基づき算出し、利用日数は実績
から１人当たり約11日として見込量を設定しました。

確保方策 市内及び市外の事業所の利用を推進します。

単位
【実績値】 【計画値（見込み）】

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

放課後等デイサ

ービス

人日/月 1,156 1,027 1,132 1,137 1,137 1,137

人/月 105 103 102 105 105 105
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(3)保育所等訪問支援

(4)居宅訪問型児童発達支援

対象者
保育所等（保育所、幼稚園、認定子ども園、小学校、特別支援学
校、乳児院、児童養護施設）に通う子ども

内容

保育所等を現在利用中、または今後利用する予定の子どもが、保
育所等における集団生活の適応のための専門的な支援を必要とす
る場合に、訪問支援を実施することにより、保育所等の安定した
利用を推進します。

見込量設定の考え方
利用者数は、国の示す推計方法に基づき算出し、利用日数は実績
から１人当たり2日として見込量を設定しました。

確保方策
利用者の増加に対応するために、児童発達支援センターの充実を
図ります。

単位
【実績値】 【計画値（見込み）】

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

保育所等訪問支

援

人日/月 4 1 1 ４ ４ ４

人/月 3 1 1 2 2 2

対象者
重症の障がい等により、障害児通所支援を利用するために外出す
ることが著しく困難な子ども

内容
重度の障がい等のある子どもであって、障害児通所支援を利用す
るために外出することが著しく困難な子どもに対し、居宅を訪問
して発達支援を行います。

見込量設定の考え方
利用実績はありませんが、児童発達支援を参考に令和８年度まで
に１人あたり9日として見込量を設定しました。

確保方策 サービス利用については、近隣市の事業所での対応を図ります。

単位
【実績値】 【計画値（見込み）】

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

居宅訪問型児童

発達支援

人日/月 0 0 0 0 0 9

人/月 0 0 0 0 0 1
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(5)障害児相談支援

(6)医療的ケア児に対する関連分野の支援を調整するコーディネーターの配置

対象者 障害児通所支援を利用する子ども

内容
障害児通所支援を利用する前に障害児支援利用計画を作成し、一
定期間ごとにモニタリングを行います。

見込量設定の考え方
障害児通所支援等の利用を希望する方は必ず本サービスを利用す
るというサービスの特性を踏まえて量を見込みました。

確保方策 広く事業の周知を図り、利用を推進します。

単位
【実績値】 【計画値（見込み）】

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

障害児相談支援 人/月 14 25 26 26 27 28

対象者
NICU等に長期入院した後、引き続き人工呼吸器や胃ろう等を使
用し、淡の吸引や経管栄養などの医療的ケアが必要な子ども

内容
医療的ケアが必要な子どもが身近な地域で必要な支援が受けられ
るように関連分野の支援を調整するコーディネーターとして養成
された相談支援専門員等を配置します。

見込量設定の考え方 令和２年度からコーディネーターが配置されています。

確保方策 広く事業の周知を図ります。

単位
【実績値】 【計画値（見込み）】

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

医療的ケア児に

対する関連分野
の支援を調整す

るコーディネー

ター配置

人/月 1 1 1 1 1 1
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(7)障害児の子ども・子育て支援等の利用ニーズの把握及び提供体制の整備

６ 発達障害者等に対する支援

① ペアレントプログラムやペアレントトレーニング等

② ペアレントメンター等を活用したピアサポートの活動の実施回数

内容

子ども・子育て支援等の利用を希望する障害児が希望に沿った利用ができるよう、保育所や幼

稚園、認定子ども園における障害児の受入れの体制整備の構築を目指します。

単位
【実績値】 【計画値（見込み）】

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

保育所 人 5 3 7 7 7 7

認定子ども園 人 1 2 2 2 2 2

内容

①現状のペアレントトレーニングやペアレントプログラム等の支援プログラム等の実施状況及

び市町村等における発達障がい者等の数を勘案し、プログラム等の開催回数の見込みを設定

します。

②現状のペアレントメンター養成研修等の実施状況及び市町村等における発達障がい者等の数

を勘案し、現状のピアサポートの活動の実施回数の見込みを設定します。

単位
【実績値】 【計画値（見込み）】

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

ペアレントプログ

ラム受講者数
回/年 0 0 0 0 0 10

ペアレントトレー

ニング受講者数
回/年 0 0 0 0 0 10

単位
【実績値】 【計画値（見込み）】

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

ペアレントメンタ

ーの人数
人/年 0 0 0 0 0 1

ピアサポートの活

動の参加人数
回/年 0 0 0 0 0 10
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７ 精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築

① 保健、医療及び福祉関係者による協議の場の開催回数

② 保健、医療及び福祉関係者による協議の場への関係者の参加者数

内容

①市町村ごとの保健、医療及び福祉関係者による協議の場を通じて、重層的な連携による支援

体制を構築するために必要となる、協議の場の１年間の開催回数の見込みを設定します。

②市町村ごとの保健、医療及び福祉関係者による協議の場を通じて、重層的な連携による支援

体制を構築するために必要となる、保健、医療、福祉、介護、当事者及び家族等の関係者ご

と（医療にあっては、精神科及び精神科以外の医療機関別）の参加者数の見込みを設定しま

す。

③市町村ごとの保健、医療及び福祉関係者による協議の場を通じて、重層的な連携による支援

体制を構築するために必要となる、協議の場における目標設定及び評価の実施回数の見込み

を設定します。

④現に利用している精神障がい者の数、精神障がい者等のニーズ、入院中の精神障がい者のう

ち地域移行支援の利用が見込まれる者の数等を勘案して、利用者数の見込みを設定します。

⑤現に利用している精神障がい者の数、精神障がい者等のニーズ、入院中の精神障がい者のう

ち地域生活への移行後に地域定着支援の利用が見込まれる者の数等を勘案して、利用者数の

見込みを設定します。

⑥現に利用している精神障がい者の数、精神障がい者等のニーズ、入院中の精神障がい者のう

ち地域生活への移行後に共同生活援助の利用が見込まれる者の数等を勘案して、利用者数の

見込みを設定します。

⑦現に利用している精神障がい者の数、精神障がい者等のニーズ、入院中の精神障がい者のう

ち地域生活への移行後に自立生活援助の利用が見込まれる者の数等を勘案して、利用者数の

見込みを設定します。

⑧現に利用している精神障がい者の数、精神障がい者等のニーズ、入院中の精神障がい者のう

ち地域生活への移行後に自立訓練（生活訓練）の利用が見込まれる者の数等を勘案して、利

用者数の見込みを設定します。

単位
【実績値】 【計画値（見込み）】

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

保健、医療及び福

祉関係者による協

議の場の開催回数

回/年 ０ ０ ０ １ １ １

単位
【実績値】 【計画値（見込み）】

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

保健、医療及び福

祉関係者による協
議の場への関係者

の参加者数

人/年 ０ ０ ０ 10 10 10
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③ 保健、医療及び福祉関係者による協議の場における目標設定及び評価の実施回数

④ 精神障がい者の地域移行支援利用者数

⑤ 精神障がい者の地域定着支援利用者数

⑥ 精神障がい者の共同生活援助利用者数

⑦ 精神障がい者の自立生活援助利用者数

⑧ 精神障がい者の自立訓練（生活訓練）利用者数

単位
【実績値】 【計画値（見込み）】

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

保健、医療及び福

祉関係者による協

議の場における目
標設定及び評価の

実施回数

回/年 ０ ０ ０ １ １ １

単位
【実績値】 【計画値（見込み）】

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

精神障がい者の地

域移行支援
人/年 1 １ 1 1 1 1

単位
【実績値】 【計画値（見込み）】

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

精神障がい者の地

域定着支援
人/年 ０ ０ ０ １ １ １

単位
【実績値】 【計画値（見込み）】

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

精神障がい者の共

同生活援助
人/年 24 24 25 25 25 25

単位
【実績値】 【計画値（見込み）】

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

精神障がい者の自
立生活援助

人/年 ０ ０ ０ ０ ０ 1

単位
【実績値】 【計画値（見込み）】

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

精神障がい者の自
立訓練（生活訓

練）の利用者数

※新規

人/年 ０ ０ ０ １ １ １
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８ 相談支援体制の充実・強化のための取組

① 基幹相談支援センターの設置の有無

② 基幹相談支援センターによる支援

ア）地域の相談支援事業所に対する訪問等による専門的な指導・助言件数

イ）地域の相談支援事業所の人材育成の支援件数

内容

①基幹相談支援センターの設置有無の見込みを設定します。

②基幹相談支援センターによる地域の相談支援事業所に対する訪問等による専門的な指導・助

言件数、地域の相談支援事業所の人材育成の支援件数、地域の相談機関との連携強化の取組

の実施回数、個別事例の支援内容の検証の実施回数の見込みを設定する。基幹相談支援セン

ターにおける主任相談支援専門員の配置数の見込みを設定します。

③協議会における相談支援事業所の参画による事例検討実施回数（頻度）及び参加事業者・機

関数、協議会の専門部会の設置数及び実施回数（頻度）の見込みを設定します。

単位
【実績値】 【計画値（見込み）】

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

基幹相談支援セン

ターの設置の有無

※新規

― 有 有 有 有 有 有

単位
【実績値】 【計画値（見込み）】

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

基幹相談支援セン
ターによる地域の

相談支援事業所に

対する訪問等によ
る専門的な指導・

助言件数

件/年 12 12 12 12 12 12

単位
【実績値】 【計画値（見込み）】

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

基幹相談支援セン

ターによる地域の

相談支援事業所の
人材育成の支援件

数

件/年 12 12 12 12 12 12
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ウ）地域の相談機関との連携強化の取組の実施回数

エ）個別事例の支援内容の検証の実施回数

オ）基幹相談支援センターにおける主任相談支援専門員の配置数

③協議会における個別事例の検討を通じた地域のサービス基盤の開発・改善

ア）協議会における相談支援事業所の参画による事例検討実施回数

イ）協議会における相談支援事業所の参加事業者・機関数

単位
【実績値】 【計画値（見込み）】

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

基幹相談支援セン

ターによる地域の

相談機関との連携
強化の取組の実施

回数

回/年 ３ ３ ３ ３ ３ ３

単位
【実績値】 【計画値（見込み）】

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

基幹相談支援セン

ターによる個別事
例の支援内容の検

証の実施回数 ※

新規

回/年 ３ ２ ２ ２ ２ ２

単位
【実績値】 【計画値（見込み）】

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

基幹相談支援セン

ターにおける主任
相談支援専門員の

配置数 ※新規

人/年 0 0 0 0 0 １

単位
【実績値】 【計画値（見込み）】

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

協議会における相

談支援事業所の参

画による事例検討
実施回数 ※新規

回/年 ０ ０ ０ 0 0 １

単位
【実績値】 【計画値（見込み）】

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

協議会における相
談支援事業所の参

加事業者・機関数

※新規

箇所 １ １ １ １ １ １
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ウ）協議会の専門部会の設置数

エ）協議会の専門部会の実施回数

９ 障害福祉サービス等の質を向上させるための取組に係る体制の構築

① 都道府県が市町村職員に対して実施する研修の参加人数

② 障害者自立支援審査支払等システム等による審査結果の分析

単位
【実績値】 【計画値（見込み）】

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

協議会の専門部会

の設置数 ※新規
箇所 ５ ５ ５ ５ ５ ５

単位
【実績値】 【計画値（見込み）】

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

協議会の専門部会

の実施回数 ※新
規

回/年 10 10 10 10 10 10

内容

①都道府県が実施する障害福祉サービス等に係る研修その他の研修への市町村職員の参加人数

の見込みを設定します。

②障害者自立支援審査支払等システム等による審査結果を分析してその結果を活用し、事業所

や関係自治体等と共有する体制の有無及びその実施回数の見込みを設定します。

単位
【実績値】 【計画値（見込み）】

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

県が実施する障が
い福祉サービス等

に係る研修の参加

や市職員に対して
実施する研修の参

加人数

人/年 1 1 1 1 1 1

単位
【実績値】 【計画値（見込み）】

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

障害者自立支援審

査支払等システム

等での審査結果を
活用し、事業所や

関係自治体等と共

有する体制の有無

― 有 有 有 有 有 有

（共有する体

制 が 有 の 場

合）それに基
づく実施回数

回/年 １ １ １ １ １ １
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第４節 地域生活支援事業

地域生活支援事業は、障がい者、障がい児が自立した日常生活・社会生活を営むことができる

よう、地域の特性や本人の状況に応じた事業を実施することで、障がい者の福祉の増進を図ると

ともに、障がいの有無に関わらずすべての人が安心して暮らせる地域社会の実現に寄与すること

を目的とします。

地域生活支援事業は、必ず実施しなければならない必須事業と、市町村の判断によって実施す

る任意事業によって構成されます。

本市が実施する地域生活支援事業は、以下のとおりです。

名称 実施事業

必須事業

（１）理解促進研修・啓発事業

（２）自発的活動支援事業

（３）相談支援事業

（４）成年後見制度利用支援事業

（５）成年後見制度法人後見支援事業

（６）意思疎通支援事業

（７）日常生活用具給付等事業

（８）手話奉仕員養成研修事業

（９）移動支援事業

（10）地域活動支援センター機能強化事業

任意事業

（１）訪問入浴サービス事業

（２）更生訓練費・施設入所者就職支度金給付事業

（３）日中一時支援事業

（４）生活サポート事業

（５）社会参加推進事業（点字・声の広報等発行事業）

（６）社会参加推進事業（自動車運転免許取得費助成事業）

（７）社会参加推進事業（自動車改造費助成費用）
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■必須事業■

（１）理解促進研修・啓発事業

（２）自発的活動支援事業

内容
地域住民に対して、障がい者に対する理解を深めるための研修会
や事業所訪問、イベントなどの啓発活動を行います。

対象者 地域住民

確保方策
〇障がいと障がい者への理解を深めることを目的として、窓口等
へのパンフレットの設置や広報誌・市ホームページでの啓発活
動を行います。

単位
【実績値】 【計画値（見込み）】

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

理解促進研修・
啓発事業

― 無 無 無 有 有 有

内容
障がい者が自立した日常生活・社会生活を営むことができるよう
に、障がい者やその家族、地域住民等による地域による自発的な
取組を支援します。

対象者 障がい者、その家族、地域住民等

確保方策

〇障がいのある方やその家族が、お互いの悩みの共有や情報交換
のできる交流活動を支援するピアサポート等を実施します。

〇障がいのある方の当事者団体や家族会に対して、交流会開催時
の公共施設の貸し出し、チラシ作成等の支援を行います。

〇障がい者等を含めた地域における災害対策活動を支援します。

単位
【実績値】 【計画値（見込み）】

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

自発的活動支援
事業

― 無 無 無 有 有 有
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（３）相談支援事業

内容
障がい者や障がい児の保護者、介護者からの相談に対し、障がい
に応じた必要な情報の提供や助言等を行います。

対象者 障がい者、その家族、地域住民等

確保方策

〇障害者相談支援事業の実施事業所数は、現在事業を実施してい
る事業所数から、4箇所と見込んでいます。

〇障害者相談支援事業の周知を図り、障がい者やその家族の不安
や不便さを少しでも解消できるような相談支援体制の充実に努
めます。

〇複雑化、多様化する相談内容に対応するため、基幹相談支援セ
ンターを中心とした地域における総合的・専門的な相談支援を
実施するための体制強化を目指します。また自立支援協議会の
相談支援部会を中心に、基幹相談支援センター及び委託相談支
援事業所の連携を強化し、相談支援体制の充実に努めます。

単位
【実績値】 【計画値（見込み）】

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

障害者相談支援
事業

箇所 ３ ４ ４ ４ ４ ４

基幹相談支援セ
ンター設置の有
無

― 有 有 有 有 有 有

基幹相談支援セ
ンター等機能強
化事業

― 有 有 有 有 有 有

住宅入居等支援
事業

― 無 無 無 無 無 有
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（４）成年後見制度利用支援事業

（５）成年後見制度法人後見支援事業

内容

障害福祉サービス等を利用する上で成年後見制度を利用すること
が有用であると認められる知的障がい者又は精神障がい者で、補
助を受けなければ成年後見制度の利用が困難である障がい者に対
し、成年後見制度の利用費用の補助を行い利用を支援すること
で、障がい者の権利擁護を図る事業です。

対象者 補助を受けなければ成年後見制度利用が困難である者

確保方策

〇利用の希望があった場合に対応する体制の確保を行います。

〇成年後見制度の周知を図り、必要となる経費の一部について補
助を受けなければ成年後見制度の利用が困難な人に対して、適
切に補助を行います。

〇関係機関等が連携し，それぞれの機能を効果的に発揮すること
で，権利擁護支援が必要な人が早期の段階から相談につながる
ことが出来るよう地域連携ネットワークの推進に努めます。

単位
【実績値】 【計画値（見込み）】

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

成年後見制度利
用支援事業利用
者

人/年 １ ０ １ １ １ １

内容

障がい者の権利擁護を図ることを目的として、成年後見制度にお
ける後見等の業務を適正に行うことができる法人を確保できる体
制を整備するとともに、市民後見人の活用も含めた法人後見活動
を支援する事業です。

対象者 法人後見実施団体、法人後見の実施を予定している団体等

確保方策
〇第６期は成年後見制度法人後見支援事業実績はありませんが、
法人後見支援の体制整備に努めます。

単位
【実績値】 【計画値（見込み）】

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

成年後見制度法
人後見支援事業
利用者

人/年 0 0 0 0 0 1
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（６）意思疎通支援事業

（７）日常生活用具給付事業

内容

聴覚、言語機能、音声機能、視覚、失語、知的、発達、高次脳機
能、重度の身体等の障がいや難病のため、意思疎通を図ることに
支障がある障がい者等に、手話通訳等の方法により、障がい者と
他者との意思疎通を支援する手話通訳者等の派遣等を行い、意思
疎通の円滑化を図ることを目的とする事業です。

対象者
聴覚その他の障がいのため意思疎通を図ることに支障がある障が
い者等

確保方策

〇広報や窓口等で事業内容の周知を図り、サービス利用を促進し
ます。

〇手話通訳者については、手話通訳者養成講座を継続して実施
し、手話通訳者派遣登録者の増員を目指します。また要約筆記
者については、利用希望があった際に、県が実施する養成講座
の受講を促すなど、要約筆記者派遣登録者の確保に努めます。

単位
【実績値】 【計画値（見込み）】

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

手話通訳者・要
約筆記者派遣事
業

件/年 52 50 50 50 50 50

内容

特殊寝台や特殊マットなどの「介護・訓練支援用具」、入浴補助用
具、聴覚障害者用屋内信号装置などの「自立生活支援用具」、電気
式たん吸引器や盲人用体温計などの「在宅療養等支援用具」、点字
器や人工咽頭などの「情報・意思疎通支援用具」、ストマ装具など
の「排せつ管理支援用具」、小規模な住宅改修を伴う「居宅生活動
作補助用具（住宅改修費）」の日常生活支援用具を給付します。

対象者 障がい者等であって当該用具を必要とする者

確保方策

〇広報等で事業の周知を図り、障がいのある人が安心して日常生
活を送ることができるように、障がいの特性に応じた適切な給
付が行われるように努めます。

〇排泄管理支援用具は、支給用具が消耗品であるという特性を踏
まえて、利用ニーズに対して適切に給付できるように提供体制
の確保に努めます。

〇その他の用具については、第６期計画期間中の利用実績が０件
である事業もありますが、利用の希望があった場合に適切に対
応できるように、提供体制の確保に努めます。
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【日常生活用具 参考例】

介護・訓練支援用具

特殊寝台、特殊マットその他の障がい者等の身体介護を支援する
用具並びに障がい児が訓練に用いるいす等のうち、障がい者等及
び介助者が容易に使用できるものであって、実用性のあるもの

【用具例】特殊寝台 特殊マット 入浴担架 移動用リフト 等

自立生活支援用具

入浴補助用具、聴覚障がい者用屋内信号装置その他の障がい者等
の入浴、食事、移動等の自立生活を支援する用具のうち、障がい
者等が容易に使用することができるものであって、実用性のある
もの

【用具例】入浴補助用具 Ｔ字状・棒状のつえ 等

在宅療養等支援用具

電気式たん吸引器、盲人用体温計その他の障がい者等の在宅療養
等を支援する用具のうち、障がい者等が容易に使用することがで
きるものであって、実用性のあるもの

【用具例】透析液加温器 ネブライザー（吸入器） 等

情報・意思疎通支援用
具

点字器、人工喉頭その他の障がい者等の情報収集、情報伝達、意
思疎通等を支援する用具のうち、障がい者等が容易に使用するこ
とができるものであって、実用性のあるもの

【用具例】携帯用会話補助装置 視覚障害者用拡大読書器 等

排泄管理支援用具

ストーマ装具その他の障がい者等の排泄管理を支援する用具及び
衛生用品のうち、障がい者等が容易に使用することができるもの
であって、実用性のあるもの

【用具例】ストーマ装具（ストーマ用品等） 紙おむつ 等

居宅生活動作補助用具
（住宅改修費）

障がい者等の居宅生活動作等を円滑にする用具であって、設置に
小規模な住宅改修を伴うもの

【用具例】居宅生活動作補助用具

単位
【実績値】 【計画値（見込み）】

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

介護・訓練支援
用具

件/年 ２ ０ ０ ２ ２ ２

自立生活支援用

具
件/年 ０ ４ １ ３ ３ ３

在宅療養等支援
用具

件/年 ３ ５ ２ ３ ３ ３

情報・意思疎通

支援用具
件/年 ８ ５ ３ ５ ５ ５

排泄管理支援用
具

件/年 836 771 800 800 800 800

居宅生活動作補

助用具（住宅改

修費）

件/年 0 0 ２ １ １ １
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（８）手話奉仕員養成研修事業

（９）移動支援事業

内容

手話で日常会話を行うのに必要な手話語い及び手話表現技術を習
得した方を養成し、意思疎通を図ることに支障がある障がい者等
の自立した日常生活や社会生活を営むことができるようにする事
業です。

対象者 実施主体が適当と認めたもの

確保方策

〇聴覚障がい者との交流活動の促進、本市の広報活動などの支援
者として期待される手話奉仕員の養成研修を行います。

〇研修を受講した住民が習得した手話表現技術を活かせるよう、
行政等と受講者の連携や活躍できる場について、検討を行いま
す。

単位
【実績値】 【計画値（見込み）】

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

手話奉仕員養成
研修事業（終了

見込者/登録見込

件数）

人/年 12 9 12 10 10 10

内容
屋外での移動が困難な障がい者等に対し、外出のための支援を行
い、地域における自立生活や社会参加を促進する事業です。

対象者 市が外出時に移動の支援が必要と認めた障がい者等

確保方策
〇市内に事業所がないことから、市外事業所での対応を図りま
す。また県の研修事業を広く周知し、新規事業所の参入の呼び
かけに努めます。

単位
【実績値】 【計画値（見込み）】

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

移動支援事業 人/年 0 2 2 2 2 2
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（10）地域活動支援センター事業

① 地域活動支援センターⅠ型

【自市町村での実施箇所数】

【他市町村での実施箇所数】

内容

障がい者が地域において自立した日常生活又は社会生活を営むこ
とができるよう、創作的活動や生産活動の機会の提供、社会との
交流の促進等の便宜を供与する地域活動支援センターの機能を充
実強化し、支援を行う事業です。

事業形態

■地域活動支援センターⅠ型

相談事業や専門職員（精神保健福祉士等）の配置による福祉
及び地域社会の基盤との連携強化、地域ボランティア育成、普
及啓発等の事業を実施します。

■地域活動支援センターⅡ型

地域において雇用・就労が困難な在宅障がい者に対し、機能
訓練、社会適応訓練、入浴等のサービスを実施します。

■地域活動支援センターⅢ型

地域の障がい者団体等が運営する、運営年数及び実利用人員
が一定数以上の通所による援護事業などに対する支援を充実し
ます。

確保方策

〇市内及び市外事業所での対応を図ります。また地域における交
流の場、憩いの場として、より一層充実するようサービス提供
事業所と連携し、日常生活支援等の体制強化に努めます。

〇地域活動支援センターの周知を行い、利用を促進します。

〇地域活動支援センターで、創作的活動及び生産活動等の機会を
提供するとともに、社会との交流の促進等に努めます。

単位
【実績値】 【計画値（見込み）】

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

自市町村での実

施箇所数
箇所 0 0 0 0 0 １

自市町村での年
間実利用者数

人/年 0 0 0 0 0 １

単位
【実績値】 【計画値（見込み）】

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

他市町村での実

施箇所数
箇所 2 1 1 1 1 1

他市町村での年
間実利用者数

人/年 6 6 6 6 6 6



84

② 地域活動支援センターⅡ型

【自市町村での実施箇所数】

【他市町村での実施箇所数】

③ 地域活動支援センターⅢ型

【自市町村での実施箇所数】

【他市町村での実施箇所数】

単位
【実績値】 【計画値（見込み）】

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

自市町村での実

施箇所数
箇所 0 0 0 0 0 1

自市町村での年
間実利用者数

人/年 0 0 0 0 0 1

単位
【実績値】 【計画値（見込み）】

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

他市町村での実

施箇所数
箇所 0 0 0 0 0 1

他市町村での年

間実利用者数
人/年 0 0 0 0 0 1

単位
【実績値】 【計画値（見込み）】

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

自市町村での実
施箇所数

箇所 1 1 1 1 1 1

自市町村での年

間実利用者数
人/年 1 1 0 1 1 1

単位
【実績値】 【計画値（見込み）】

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

他市町村での実
施箇所数

箇所 0 0 0 0 0 1

他市町村での年

間実利用者数
人/年 0 0 0 0 0 1
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■任意事業

（１）訪問入浴サービス事業

（２）更生訓練費・施設入所者就職支度金給付事業

内容
単独では入浴する事が困難な方に対し、訪問入浴車を派遣し、入
浴サービスを提供します。

対象者
身体障害者手帳１・２級の肢体不自由に該当し、他のサービスで
入浴が困難な方

確保方策

市内に事業所がないことから、市外事業所での対応を図りま
す。また利用者数は横ばい状態であるため、現状と同様の見込量
を確保しつつ、新たな利用希望があった場合は、個々のニーズに
沿った迅速な対応に努めます。

単位
【実績値】 【計画値（見込み）】

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

訪問入浴サービ

ス事業

箇所 1 1 1 1 1 1

人/年 1 1 1 1 1 1

内容

(1)就労移行支援事業または自立訓練事業利用者に更生訓練費を給
付します。

(2)就労移行支援事業又は就労継続支援事業を利用し、就職等によ
り自立するため施設を退所することになった方に就職支度金を
支給します。

対象者

(1)就労移行支援事業又は自立訓練事業を利用している生活保護を
受給されている方、または要保護者（更生訓練費）

(2)就労移行支援事業又は就労継続支援事業を利用し、就職又は自
営により、施設を退所することとなった方（就職支度金）

確保方策

（1）については市内に事業所がないことから、市外事業所での
対応を図ります。また利用者数は横ばい状態であるため、現状と
同様の見込量を確保しつつ、新たな利用希望があった場合は、
個々のニーズに沿った迅速な対応に努めます。

単位
【実績値】 【計画値（見込み）】

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

更生訓練費・施

設入所者就職支

度金給付事業

人/年 0 0 2 2 2 2
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（３）日中一時支援事業

（４）生活サポート事業

内容
日中一時的にサービス利用を必要とする人に入浴、排せつ又は食
事等の介護や日常生活上での支援や創作的活動・生産活動の機会
を提供します。

対象者
日中において支援するものがいないため、一時的に見守り等の支
援が必要と認められた身体障がい者、精神障がい者、難病患者等
の障がい者等

確保方策

〇市内および市外事業所での対応を図ります。また日中における
活動の場は障がい者にとって重要であるため、引き続き日中一
時支援事業所からの意見を参考にするなど、事業に必要な支給
量の確保に努めます。

〇障がいの特性や状況に合わせた適切なサービスが提供できるよ
うに、福祉サービスと連携し、必要なサービス量の確保に努め
ます。

単位
【実績値】 【計画値（見込み）】

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

日中一時支援事
業

箇所 5 5 7 7 7 7

人/年 6 5 11 11 11 11

内容
日常生活の支援や家事援助が必要な認められた方に、ホームヘル
パー等を派遣し、家事援助を行います。

対象者
障害支援区分が非該当のため、サービスを受けられない方で一定
の条件に該当する方

確保方策
新規の利用希望があった場合には、市外のサービス提供事業所と
連携しながら、個々のニーズに沿ったサービス提供体制が確保で
きるように努めます。

単位
【実績値】 【計画値（見込み）】

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

生活サポート事
業

人/年 0 0 0 0 0 1
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（５）点字・声の広報等発行事業

（６）自動車運転免許取得・改造助成事業

内容 点訳の方法により、市の広報などを定期的に提供します。

対象者 文字による情報入手が困難な重度の視覚に障がいがある方

確保方策 これまでの利用実績を勘案し、同様の見込量の確保に努めます。

単位
【実績値】 【計画値（見込み）】

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

点字・声の広報

等発行事業

箇所 1 1 1 1 1 1

人/年 4 4 4 4 4 4

内容

■自動車運転免許取得助成事業

障がい者の社会参加の促進を図るために、運転免許を取得す
る際の費用について10万円を限度に助成を行います。

■自動車改造助成事業

自立した生活や就労等の実現のために、身体障害者自らが所
有し運転する自動車を改造する際の費用を 10 万円を限度に助成
を行います。

対象者
自動車運転免許証の取得等により、社会参加が見込まれる身体障
害者

確保方策

〇サービスの特性上、常に一定した利用希望があるわけではあり
ませんが、利用の希望があった場合に適切にサービスを提供で
きるように体制を整備します。

〇事業内容の広報、周知に努め、利用促進を図ります。

単位
【実績値】 【計画値（見込み）】

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

自動車運転免許
取得助成事業

人/年 0 0 0 1 1 1

自動車改造助成

事業
人/年 0 2 1 1 1 1
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第６章 自立支援給付及び地域生活支援事業並びに障
害児通所支援等の円滑な実施を確保するため
に必要な事項等

１ 障がい者等に対する虐待の防止

「市町村・都道府県における障害者虐待の防止と対応」に沿って、障害者虐待防止センターを

中心として、県、児童相談所、警察等関係機関をはじめ、民生委員、児童委員、人権擁護委員そ

して障がい者等から成るネットワークの活用、障がい者等に対する虐待の未然の防止、虐待が発

生した場合の迅速かつ適切な対応、再発の防止等に取り組むとともに、それらの体制や取組につ

いては、定期的に検証を行い、必要に応じてマニュアルの見直し等を行うことが重要です。また、

学校、保育所等、医療機関における障がい者を含む虐待防止の取組を推進するため、市町村と関

係機関・部署との連携を図るとともに、学校、保育所等、医療機関の管理者等に対して県の実施

する障害者虐待防止研修への受講を促す等、より一層の連携を進めていく必要があります。なお、

市町村においては、引き続き、住民等からの虐待に関する通報があった場合に、速やかに障がい

者等の安全の確認や虐待の事実確認を行うとともに、関係機関と協議の上、今後の援助方針や支

援者の役割を決定する体制を取ることが必要です。また、次に掲げる点に配慮し、障がい者等に

対する虐待事案を効果的に防止することが必要です。

２ 障害者の芸術文化活動支援による社会参加等の促進

障害者の文化芸術活動支援による社会参加等の促進に関しては、県による障がい者の文化芸術

活動を支援するセンター及び広域的な支援を行うセンターにおける次の支援を推進します。

１ 相談支援専門員及びサービス管理責任者等による虐待事案の未然防止及び早期発見

２ 一時保護に必要な居室の確保

３ 障害福祉サービス提供事業所等の従業者への研修

４ 権利擁護の取組

５ 精神障がい者に対する虐待の防止

１ 文化芸術活動に関する相談支援

２ 文化芸術活動を支援する人材の育成

３ 関係者のネットワークづくり

４ 文化芸術活動に参加する機会の創出

５ 障害者の文化芸術活動の情報収集及び発信

６ その他地域の実情等を踏まえ実施すべき障がい者の文化芸術活動に関する支援等
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３ 障害者等による情報の取得利用・意思疎通の推進

障害者等による情報の取得利用・意思疎通の推進に関しては、障害特性（聴覚、言語機能、音

声機能、視覚、盲ろう、失語、知的、精神、発達、高次脳機能、重度の身体障がいや難病等）に

配慮した意思疎通支援や支援者の養成、障がい当事者による ICT 活用等の促進を図るため、次の

ような取組を実施することが必要です。

４ 障害を理由とする差別の解消の推進

障害を理由とする差別の解消を妨げている諸要因の解消を図るための啓発活動などを行う必要

があるとともに、障害福祉サービス等支援の事業者をはじめとする福祉分野の事業者は、障がい

を理由とする差別を解消するための取組を行うに当たり、厚生労働省が作成した「福祉分野にお

ける事業者が講ずべき障害を理由とする差別を解消するための措置に関する対応指針」を踏まえ、

必要かつ合理的な配慮などについて、具体的場面や状況に応じて柔軟に対応する必要があります。

５ 障害福祉サービス等及び障害児通所支援等を提供する事業所における利
用者の安全確保に向けた取組や事業所における研修等の充実

障害福祉サービス事業所等及び障害児通所支援等を提供する事業所は、地域共生社会の考え方

に基づき、地域に開かれた施設となるべきというこれまでの方向性を堅持し、平常時からの市民

や関係機関との緊密な関係性の構築等を通じ、利用者の安全確保に向けた取組を進めることが重

要であり、市はその支援を行うことが必要です。また、日常的な地域とのつながりが災害発生時

における障がい者等の安全確保につながるとともに、障害福祉サービス事業所等及び障害児通所

支援等を提供する事業所が避難所として地域の安全提供の拠点となることも踏まえた上で、防災

対策とともに考えていくことも必要です。さらに、権利擁護の視点を含めた職員への研修を充実

することや、本人の意思に反した異性介助が行われることがないよう、サービス管理責任者や相

談支援専門員等が本人の意向を把握し、本人の意思や人格を尊重したサービス提供体制を整備す

ること、職員が過重な労働負担等により精神的に孤立することなく、障がい者等への支援に従事

できるよう、職員の処遇改善等により職場環境の改善を進めていくことが必要です。

１ 障害特性に配慮した意思疎通支援（手話通訳、要約筆記、代筆・代読、触手話や

指点字等）のニーズを把握するための調査等

２ ニーズに対応した支援を実施するために必要な意思疎通支援者の養成

３ 意思疎通支援者の派遣及び設置を実施するための体制づくり（県による広域派遣や

派遣調整等を含む）

４ 遠隔地や緊急時等に対応するためのＩＣＴ機器等の利活用
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第７章 計画の推進体制

第１節 計画の推進体制

１ 推進体制の充実

計画の推進にあたっては、庁内関係各課や国・県の関係行政機関及び近隣自治体との連携を

強化するとともに、市、相談支援事業者、サービス事業者、医療分野・雇用分野・教育分野等

の関係者によるネットワークを活用し、計画の推進を図ります。

２ サービスの質の向上と人材確保への支援の強化

サービスの質の向上を図るため、鹿児島県、その他関係機関と連携しながら、事業所に対し

て適切な指導・助言を行います。

また、事業所の人材の確保に向けて、障がい福祉分野での就職を希望する市民への情報提供

を図るとともに、市内の障害福祉サービス等従事者が新たな知識や技術を習得できるように、

研修受講の支援や従事者相互の情報交換・共有の促進を支援します。

第２節 PDCAサイクルによる評価と計画の見直し

１ PDCAサイクルによる評価

市町村障害福祉計画は、障害者総合支援法第８８条の２において、「計画に定める事項につい

て、定期的に調査、分析及び評価を行い、必要があると認めるときは、当該市町村障害福祉計

画を変更することその他の必要な措置を講ずる」こと（PDCAサイクル）とされています。

「PDCAサイクル」とは、様々な分野・領域における品質管理や業務改善などに広く活用さ

れているマネジメント手法で、「計画（PLAN）」、「実行（DO）」、「評価（CHECK）」、「改善

（ACT）」のプロセスを順に実施していくものです。業務を進めていく上で、計画を立て、それ

を実行し、結果を評価した後、改善して次のステップへとつなげていく過程は、業務の質を高

めていく上で重要となります。



91

２ 本計画におけるPDCAサイクル

障害者総合支援法及び障害福祉計画策定に関する国の基本指針を踏まえ、本計画における

PDCAサイクルのプロセスは以下のとおりとします。

目標数値及びサービス見込量については、年に1回その実績を把握し、障がい者施策や関連

施策等の動向も踏まえながら、計画の中間評価として、分析・評価を行います。また、必要が

あると認める場合には、計画の変更や事業の見直し等の措置を講じます。

計画終了年度である令和８年度には、3か年の評価を踏まえ、「いちき串木野市第８期障害福

祉計画及び第４期障害児福祉計画」の策定を行います。

計画策定

(Ｐｌａｎ)

計画の内容を踏まえ

て、事業を実施する。

国の基本指針に基づき
成果目標等を設定、障
害福祉サービス等の見
込量・確保方策を定め
る。 実行

(Ｄｏ)

評価

(Ｃｈｅｃｋ)

改善

(Ａｃｔ)

中間評価として、１年ご
とに実績を把握し、策定
委員会等で分析・評価を
行う。

中間評価等の結果

を踏まえ、必要に

応じて次年度の事

業に反映させる。
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資料編

第１節 策定委員名簿（いちき串木野市地域自立支援協議会委員）

№ 氏 名 団 体 名 役 職 備 考

1 尾 崎 法 一
いちき串木野市民生委員・
児童委員協議会

会 長

福祉関係者

2 満 薗 健 士 郎
いちき串木野市社会福祉
協議会

事 務 局 長

3 濱 川 翔 吾
かごしま障害者就業・生活支援
センター

主 査 支 援 員 雇用関係者

4 野 田 素 子 障害者支援施設ふるさと学園 施 設 長
障 害 福 祉
施設関係者

5 栫 律 子
いちき串木野市手を
つなぐ育成会

監 事
障 害 者
団体の代表

6 浅 井 重 己 いちき串木野市身体障害者協会 会 長

7 白 坂 清 香 みなと病院 精神保健福祉士
保 健 医 療
関 係 者

8 古 薗 育 郎 相談支援部会 部 会 代 表
指定相談支
援 事 業 所

9 福 薗 好 子 子ども部会 部 会 代 表

障 害 福 祉
サ ー ビ ス
事 業 所

10 桑 水 流 伸 治 就労支援部会 部 会 代 表

11 井 手 恭 兵 生活支援部会 部 会 代 表

12 榎 本 博 串木野特別支援学校 校 長

教育関係者13 常 山 隆 治
いちき串木野市特別支援教育
部会（小学校）

串木野小学校長

14 髙 田 百 香 里 〃 （中学校） 羽 島 中 学 校 長

15 新 屋 敷 秀 隆
鹿児島地域振興局 保健福祉環
境部

地 域 保 健
福 祉 課 長

関 係 行 政
機関の職員

16 大 澤 陽 子 学校教育課
主 幹 （ 兼 ）
学 校 教 育 係 長

17 猪 俣 勝 人 健康増進課 健 康 増 進 課 長

18 橋 口 昭 彦 支所市民課
市 来 支 所 長
（兼）支所市民
課 長

19 久 保 さ お り 福祉課 福 祉 課 長
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第２節 用語解説

あ行

●医療的ケア児

医学の進歩を背景として、ＮＩＣＵ（新生児集中治療室）等に長期入院した後、引き続き医療的

ケア（法律上の定義はないが、人工呼吸器や胃ろう等を使用し、在宅等で行われている、たんの吸

引、経管栄養、気管切開部の衛生管理等の医療行為を指す。）が日常的に必要な障害児

●インクルーシブ教育システム （包容する教育制度）

障害者権利条約第２４条（教育）において、人間の多様性の尊重等の強化、障害者が精神的及び

身体的な能力等を可能な最大限度まで発達させ、自由な社会に効果的に参加することを可能とする

との目的の下、障害のある者と障害のない者が共に学ぶ仕組みとされており、障害のある者が一般

的な教育制度から排除されないこと、自己の生活する地域において初等中等教育の機会が与えられ

ること、個人に必要な「合理的配慮」が提供される等が必要とされている。

か行

●高次脳機能障害

脳外傷や脳血管障害等により、脳に損傷を受けた後遺症等として起こる、記憶障害、注意障害、

社会行動障害などの認知障害等を指す。日常生活に重大な障害をもたらすが、外見上の身体障害が

軽症のことも多く、誤解を受けやすい面がある。

さ行

●障害者虐待防止法（障害者虐待の防止、障害者の養護者に対する支援等に関する法律）

障害者に対する虐待の禁止、国等の責務、障害者虐待を受けた障害者に対する保護及び自立の支

援のための措置、養護者に対する支援のための措置等を定めることにより、障害者虐待の防止、養

護者に対する支援等に関する施策を促進し、もって障害者の権利利益の擁護に資することを目的と

する。

●障害者差別解消法（障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律）

国や市町村といった行政機関や、会社やお店などの民間事業者による「障害を理由とする差別」

をなくし、すべての人が障害のあるなしにかかわらず、おたがいに人格と個性を尊重しあいながら

共生できる社会を作るための法律で、障害者権利条約の考え方を反映している。

●情報アクセシビリティ

障害者や高齢者等、あらゆるユーザーがパソコンやホームページ等で提供される情報や機能を支

障なく利用できること

●障害者就業・生活支援センター

障害者の身近な地域において、雇用、保健福祉、教育等の関係機関の連携拠点として、就業面及

び生活面における一体的な相談支援を実施している。
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●成年後見制度

知的障害や精神障害などにより、判断能力が十分でない者が、財産管理や日常生活での契約など

を行う際不利益をこうむることがないよう、本人の権利と財産を守り支援するための制度。家庭裁

判所で成年後見人等（成年後見人、保佐人、補助人）を選任する法定後見制度と、公正証書を作成

する契約によって任意後見人を選任する任意後見制度に大きく分類できる。

た行

●地域包括ケアシステム

高齢者や障害者が、住み慣れた地域の一員として安心して自分らしい暮らしをすることができるよう、

医療、福祉・介護、住まい、社会参加（就労）、地域の助け合い等が包括的に確保されたシステム

は行

●発達障害

自閉症、アスペルガー症候群その他の広汎性発達障害、学習障害、注意欠陥多動性障害その他こ

れに類する脳機能の障害であってその症状が通常低年齢において発現するもののうち、言語の障害、

協調運動の障害その他心理的発達の障害並びに行動及び情緒の障害（自閉症、アスペルガー症候群

その他の広汎性発達障害、学習障害、注意欠陥多動性障害、言語の障害及び協調運動の障害を除

く。）

●ペアレントプログラム

子どもや自分自身について，「行動」で把握することで，保護者の認知的な枠組みを修

正していくことを目的にした簡易的なプログラム。「行動で考える」，「（叱って対応する

のではなく，適応行動ができたことを）ほめて対応する」，「孤立している保護者が仲間

をみつける」という，３つの目標に向けて取り組むことを基本とする。

●ペアレントトレーニング

保護者や養育者の方を対象に，行動理論をベースとして環境調整や子どもへの肯定的な働きかけを，

ロールプレイやホームワークを通して学び，保護者や養育者のかかわり方や心理的なストレスの改善，

子どもの適切な行動を促進し，不適切な行動の改善を目ざす家族支援のアプローチの一つ。地域におい

ては，発達障害児の支援機関等で実施されることが多い。

●ペアレントメンター

「信頼のおける仲間」という意味。発達障害の子どもを育てた保護者が，その育児経験を活かし，同

じ親の立場から子育てで同じ悩みを抱える保護者などに対して，グループ相談や子どもの特性などを伝

えるサポートブック作り，情報提供等を行う。
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